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1は じ め に
1920年代 の アメ リカにお いては,経 営分析(財 務 諸表分析),予算管理,標 準原価計算 とい った管
理会計 諸技術 が,管 理会計 論の名の もとに体 系化 され,と りわ けマ ッキンゼー(JamesO.Mckin-
sey)・ブ リス(JamesH・Bliss)?グレゴ リー(HomerE・Gregory)などの著者 たち に よ って そ
れ らの諸技術 が取 り上 げ られて,さ まざ まな議論が展 開 された。 これ らの著 者 に共通 した 当時 の管
くユエ
理会詳 論 の主 張には,つ ぎの四つの点 を看取す る ことがで きる。
ω 管理 会計 が奉仕 す る経営管理 の 目標は,収 益性,経 営能 率,安 全性 の増進 におかれ る。
(2)会計 の職能 と して,経 営管理 に対 す る必 要かつ適切 な資料 の提 供 とい う内部管理的観 点 をと
る。
(3)経営管理者 に とって容易 に利用 で きるよ うにす るた めに,会 計的 お よび統計的な 資料 を分 析
し解釈 す る。
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(4>その分析 な らび に解釈 におい て,標 準対 実績 比較の方法 が用 い られ る。
この よ うな管理会 計論 の主張 は,企 業経営 に対 して,分 析 と総合 の方法 による 「安定的 収 益性」
とい う終極 的な 目標 に役 立 つであろ う。
ところ で,管理会 計論 の生成 は,実 に企 業の経 営管 理組織0)拡大 ・複雑化 に伴 うコ ン トロー ラー制
　コ
度 の 発 達 と密 接 な 関 連 を も って い る。 マ ッキ.ンゼー の い う・「標 準 と記 録 に よ・る管 理 の 組 織(organi一
ゆ
zationforstandardsandrecoCdscontrol)ζし て のcontrollership」や,グ レゴ リー の い う 「標 準
と 測 定 に よ る経 営 管 理(controloverbusinessthroughstandardsandmeasurements)の機 構 と
　の
してのcomptroller」が,企業 の職能部制 組織 の発展 のなかで会計担 当者 と して非常 に重要 な地位 を
占め るに至 った。 こ うした コ ン トロー ラー制度 の発達は,科 学的 管理法 の普及 が その基盤 にあ ると
ト
考 え られ る。 とい うの は,20世 紀 初 頭 に お・い て,テ イ ラー(FrederickWinslowTaylor)によ り科
学 的 管 理 法 が 提 唱 され,当 初,生 産 の 領:域で管 理 と執 行 の分 離,す な わ ち 企 画 部 門(計 画部)の 設
くの
置 が主 張 された が,独 占的大企 業の経 営が著 しく複雑化 した1920年代 にあ っては,生 産 の分野 に と
どまらず,企 業経営 の全領域 にわた り新 しい科 学的経営管 理が要請 され るに至 ったか らであ る。
本稿 の 目的 は,ま ず,こ のよ うな コ ン トロー ラー制度 の発達 を一一つめ契機 と して,1920年代 に生
成 した 内部経 営分析 に焦点 をあて,そ れが どの よ うな社会経 済的 背景の もとで,な ぜ生 まれて きた
のか とい う問題 について考察 を行 な うことで ある。 ついで,そ の 内部経 営分析 の生成 に重 要な貢献
をな したJ.H.ブ リスの所説 を取 り上げ て,検 討 を行 な うこ・とであ る。 さらに,内 部経営分析 の発
展 史上 にお け る原価分析論 の主張 に関 して考察 を行な うこ とであ る。 なお,本 稿 におけ る考察 の対
象は,主 と して アメ リカに限 定す るが,ド イツにおいて もほぼ同 じ時代 に内部経営分析 が生成 した
と考 え られ るので,必 要 なか ぎ りにお いてそ れに も言 及す る ことにす る。
注(1)野 瀬新蔵 著r経 営分析論一 経 営分析の発展史的構造的研 究一(上 巻)』日本学術振興会,昭 和33年,
127頁。
(2)青柳文司稿 「アメ リカ会計制度 の発達(そ の二)」『会計』第79巻第6号,昭 和36年6月,137頁。 なお,
廣本敏 郎助教授は,米 国管理会計論 の成立要 因と して,つ ぎの五点 をあげてい る。(1)企業規模 の拡 大,
(2)管理会言儲 技術の発展・(3)会計担当者の養成 を日的とした翻 会計鞘 の黙 ゆ コン トローラー
職 能 の展 開,(5)コ ン トロー ラー の養 成 に役 立 つ管 理 会 計教 育 の展 開 。(旗 本敏 郎稿 「米 国管 理 会計 論 の成
立 」 『一 橋 論 叢』 第87巻第6号,昭 和57年6月,38頁 。)ま た,.コ ン トロー ラー 制 度 と管 理会 計 論 との 関 連
につ いて は,同 稿 「コ ン トロー ラー制 度 と管 理 会 計 論 一 米 国管 理 会評 論 発 達 史研 究 の 一視 点 」 『一






(5)F・W・ テ ー ラ ー 著,上 野 陽 一 訳 ・編 『科 学 的 管 理 法 』 産 業 能 率 短 期 大 学 出 版 部,昭 和44年,129-13頑:。
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ll内部分析あ生成とその社会経済的背景
本稿 においては,1920年代 の アメ リカにおけ る内部分析 の生成 を中心 として考察 を行な うわ けで
あるが,そ の考察 を行 な うまえに,内 部分析 の生成 た至 る までの外 部分析 の生成 お よび発展 につ い
て概 観 してお くことが,内 部分析 の生成 を検 討 す るうえで意義が ある と思 われ るので,一 瞥 してお
くことζこしよ う。
ホ リガ ン(JamesO。Horrigan)によれば,ア メ リカにおけ る経 営分析(財 務 諸表分析)の 生成 の
最:初の契機(Thefirstcauses)は,19世紀後 半の アメ リカ経済 の発達 と関連 してい るとい う。 そ
して,経 営分析 は最初,主 に信 用分析 を中心 と して展 開 され るが,1890年代 に至 るまでは あ まり普
及 しな か った とされ てい る。 しか し,す で に1S70年代 には,銀 行が貸付 目的 のために企業 に対 して
財務言縁 の描 腰 求し始めて、、たのであ裁 このように,ア メリ加 おレナる糖 分析は澱 初,
銀 行 の行 な う信用 分 析 と して生 成 した の で あ る。 す な わ ち,ほ ぼ19世紀 の終 り頃 か ら,銀 行 が融 資
に際 して 企 業 か ら貸 借 対 照表 の 提 出 を求 め て そ の信 用 能 力 を判 断 す る よ うに な った 。 た とえ ば,ニ
ュー ヨL一ク州 銀 行 協 会(TheNewYorkStateBankers'Association)の会 員 は,1895年よ り企 業
に対 ・して標 準 書 式 に よ る貸借 対 照 表 の提 出 を求 め る よ うに な った 。 こ の 頃 か ら信 用 分 析 が広 く行 な
わ れ る よ うにな った の で あ るが,も ち ろ ん 当 時 は,銀 行 が 貸 借 対 照 表 を きわ め て単 純 か つ素 朴 な 方
法 に よ って 分 析 した に す ぎな か った。 つ ま り,そ れ は 単 な る負債 支払 能 力 の検 査 の ご と く考 え られ
て い た の で あ る。 また他 方,投 資 家 の 立場 か ら行 な う投 資分 析 も,信 用 分 析 とほ ぼ 同 じ頃 が ら徐 々
に発 達 して きた 。 た とえ ば,ウ ッ ドロ ック(ThoMasE.WOodlock)の1900年ゐ 小 冊 子 『鉄 道 財 務
諸 表 の 分析 』(TheAnatomy'ofaRailroadRePort)では,す で に総 利 益 と営 業 費 と の比 率(the
percentageofoperatingexpensestogrossearnings)や,純利 益 と固定 費 との 比 率(theratio
　
offixedchargestonetillcome)など も取:り上 げ られ て い た とい わ れ て い る。
一 方 ドイ ツで は ,ア メ リカ とは 異 な り,信 用 分 析 の 立場 か ら行 な う経 営分 析 は あ ま り発 達 しな か
った。 シ ュネ ッ トラー(AlbertSρhnettler)によ れ ば,ド イ ツ では,投 資 家 の立 場 か ら行 な う投 資
分 析 が,取 引 所 の発 生 に つ れ て す で に17-8世 紀 の頃 か ら商 業 新 聞 に お い て臨 時 的 に 行 な わ れ て い
た とい わ れ て い る。 そ して,.19世紀 に な る と,鉄 道 企 業 が勃 興 して この種 の分 析 が 発 達 し,1850年
くの
頃 か らは投 資銀行が発達 したので,さ らに その発達 をみた とされてい る。.ドイツにお いて経営分析,
と りわけ信用 目的 のための貸借 対照表分析 が アメ リカほ ど発達 しな か った理 由 と して は,黒 澤清教
授 も指摘 されて いる ように,会 計士業務 が アメ リカに比べて旺盛でな か った ことや,銀 行業者 が貸
借 対照 表 を利 用す る習慣 がなか った ことな ど,ア メ リカ とは反 対の事1青があげ られ るであろ う。 し
かし,アメリカの貸借対照表分析の理論と実際との影響を受けて,ド イツ固有の経営経済学の立場
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か ら行な う分析 的研究 が徐 々に現わ れ,そ れが しだいに成 長す るにつれて経 営分析 を生 み,経 営比
較へ と発展 す るに至 った。 そ してつ いに,ア メ リカでは十分 な発達 をみなか った経 営比較 が,理 論
くカ
上 お よび実際 上注 目す べ き進展 を遂 げたの であ る。
この よ うに経 営分析 は,最 初,ア メ リカ にお いては信 用分析 と して,ま た,ド イツにお いては投
資分 析 と して,そ して,そ れ らに ともに貸借対照 表分析 として生 成 し発展 して きたの であ る。 そ こ
での分析 は,与 信 者が企 業 の負債 支払能 力 を判断 した り,投 資家 が企業 の収益性 を評価 す るために,
初 めは,資 産 と負債 とを科 目刎 に比較 した り,資 産 と負債 との差額,と くに流動資産 と流動負債 と
の差額(正 味運転 資本)な どを計 算 し比較 す る実数分析 を内容 としていたので あ る。 しか し,資 本
主義経済 が発達 し企業規模 が急速に拡 大す るなか で,し だ いにその よ うな実数分析 の欠陥 を認識 し,
そ して比率分析,と りわけ流動比率分析 を重視 す るよ うにな?て きた のであ る。
ブラウ ン($isterIsadoreBrown)は,この よ うな比率分析 が,経 営分析 の発 展史 上において き
わめて重要 であ ることをつ ぎの よ うに指摘 して いる。
「記録お よび会計 は,元 来,企 業 の個 々の所有 者の ために行 なわれた が,,しか し,大 規模 な産
業 が成 長す るにつれ て,そ の他 の利 害関係 者 が経 営の成 果 や企 業の財政 状態 に関心 を もつ よ うに
な った。 適切 な情報 の収集 には,正 確 な財務諸表 を受 け取 ることだけ では な く,そ れ らの財務 諸
家 を分析 し解釈 す る適切 な方法 もまた必要 とされ る・ この70年の間に・ この よ うな要 求 を満 たす
ロ 　 　 コ 　の
さ まざ まな技 法が現 わ れた。 それ らの なかで,と りわ け重要な のは,財 務 比率で あ る。」(傍点一
筆 者) .・ ・
か くして経営 分析 は,19世紀 の終 り頃 か ら信用 目的な い しは投 資 日的 のた めに,初 めは実数分析
と して,つ いで比率分析 を中心 として展 開 されたのであ る。
さて,ホ リガ ンに よれば,ア メ リカの経営分析 史上 にお いて,1900-1919年の問 につ ぎの三 つの
くの
展 開があ った とされてい る。
ω か な り多 くの種 類 の比 率が考案 された こと。
(2)絶対的 比率基 準が現 われ始 めた こ と。 その最 も著名 な ものが,流 動 比率の二対一一・■基 準であ る。
'
(3)企業 比較 分析 の必要性 が認識 され始 め,そ して その結 果 として,相 対 的比率基準 も現われ た
こと。
しか しなが ら,こ の よ うな展 開は文献 上の こ とであ り,実 務 上 は,1「こ うした発展 に もかかわ ら
ず,こ の時 期 に実際 に比率 を利 用 した アナ リス トたちは,ご くわずかであ った し,し たが って,比
　の
率 を利 用 する ことを試 みた アナ リス トた ち も,た だ一つ,流 動比 率 のみ を取 り上 げた 。」 のであ っ
た。 また,こ の時 期には,1913年の連 邦所得税法(FederalIncomeTaxCode)の可決 と,1914年
の連邦準備銀 行制度(FederalReserveSystem)の設立 とい う二つ の重要 な外 部的発展 がみ られ た・
　う
そのため,財 務 諸表 の必要性 を増 大 させ,そ の 内容 の改 善 を もた らしたのであ る6こ の よ うな状況
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は,経 営分析 の発展 に と って大 きな前提 とな る ものであ った と考 え られ る。さ らに,こ の時期 に注
くの
目す べき ことは,「比率分析 の経 営管理的利 用 の領域 で,重 要な展開 が始 ま りつつあ った。」 ことで
ある。
ところで,周 知 の ごと く,第 一 次大戦 中に急速 に増大 した生産 力に基 づいて著 しい発 展 を遂 げた
アメ リカ経済 は,終 戦 直後:の1918年末 には,軍 事需要 の消 滅か らその活動 が減 退 し,工 業生産 は各
部 門 にわ た って低下 した。 しか し,こ れが比較 的短期間 でお さ ま り,ふ たたび,1919年の後 半に入
ると同時 に新 しい高揚 を開始 した。 すなわ ち,戦 争 に よる直接 の損 害が 回復 す ると と もに,ヨ ー ロ
ッパ諸国 が,戦 後 復興 のため アメ リカ商品 に対 す る大規模 な注文 を始 めたか らであ る。 それは,工
業製 品や食料 品 を始 め とす るアメ リカの輸 出 が,1919年か ら1920年に至 って急増 して い ることによ
って示 され る。 しか しなが ら,か か る景気の 高揚 は短期間 に終 り,ふ たた び,1920年の中頃か ら戦
後 の恐 慌 が始 ま った。生産 の低下 が始 まり(た と.えば,工 業生産 の ごときは1920年6月か ら翌年4
月 までの間 に32%低下 した),こ とに生産財生産 部門 の萎縮 が はなはだ しか った。 他方 にお いて,
アメ リカ商品 の輸 出 も激減 し,1921年には,前 年 に比べ て45%以上 も減少 した。,こ・れ と・と もに,失
業者数 は,1921-22年には2,625,000人に達 し,ま た,失 業 率は,1920年の7.2%に比 べて1921年
には23・1%に上昇 した。 この恐 慌 は,そ の破 壊 力の点で アメ リカにおけ る従来 の一切 の恐慌 に冠
たる もので あ った といわ れてい る。 アメ リカは この恐慌 に対 して,最 新技 術に基 づ く膨 大 な生 産 力
と戦時 中に蓄積 された 巨額 の利 潤 とによ って,戦 時 中に発展 した 自動車,石 油,化 学な どの新 興産
表11920-1929年の間のアメリカの経済発展
工 業 生 産 国民総生産 実質国民総生産 一人当り年間実
轍
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業 を中心 に いわ ゆ る 「産 業 の合理 化」政策 をと ることに よ り,ま た,消 費者信用 の拡 張 による割賦
販 売方法 の広 範な採用 によ って,国 内市場 中心的 な回復 策 を実施 した。 この結 果,1922年か らふ た
たび,景 気 は高揚 期 に入 った。 また,世 界経済 も戦後 の インフ レー シ ・ン期 を経 て,1924年頃 には
ゆ
戦後 の安定期 を迎 えたのであ る。
戦 後 の安定期 におけ るア メ リカ資本主 義の繁栄 は,1929年秋 に始 まった大恐慌 に至 る まで引 き続
いた。工業生産 高は,1921年か ら1929年までの間に80%以上増 加 し,ま た,国 民所得は,同 じ期間
に約64%増加 した。高度な 技術 を利用 した ことに よ って,労 動生産性 は高め られ,そ れゆ え'に,裂
くヨの
造工業 においては,労 働 者一人 当 りの生産量 め増加 は80%近くに も達 した と報告 された。
この間 の事情 は,表1に お け る1920年か ら1929年までの聞 の,ア メ リカの国民総生産 に関す る経
済発展 の数 値 をみて も明 らか であろ う。・とこで,工 業 生産にお け る実質生産高 は,年 率でお よそ4
%上 昇 して い66ま た,1920年か ら1929年までの間 に生 じた労働 者一時間 当 りの実 質総生産は28%
　
上 昇 した 。 ・ ・
ライ ト(ChesterWhitneyWright)は,1922年か ら1929年まで の期 間 が,1920-21年の恐 慌 を脱
しで'ア メ リカ の 経 済 が農 業 を除 い て しば しば 「黄 金 の20年代 」(thegoldentWenties)とい わ れ
る ご と を指摘 して い る。 そ して また,1921年以 降,産 業 の分 野 は 一般 に,最 初 ぽ 緩 や か に,と りわ
　
け1928-29年にお いては急 激 に利益 が上昇 した フ ェアな繁栄の時代 に入 った と も述 べてい る。
しか しなが ら,企 業 資本 の巨大化 に伴 う大規模 生産 と販売な い しは消費 との不均衡,・な らびに資
本の有機 的構成 の高度 化 に よる固定 費の増 大は,必 然的 に平均利 潤率 の低下 を もた らす。 この矛 盾
を克服 すべ く,企 業は対外的 には独 占の強化 を図 り,対 内的 には内部経営 過程 の合理化 の動 向 をた
ど った。1920年代 にお け る内部経営 分析 の生成 は,実 に この よ うな社会経 済的背景 と企業 の経 営状
況 とを基盤 として いたのであ る。 この時 代 に,資 本集 中のため に,層株式会社 に よ って証券取 引所 を
経 て大衆 に分散 され た莫大 な株式 や社債 は,第 一一次大戦 以来 の 巨額 の蓄積 貨幣資本 を吸収 し,株 式
ロの
ブー ムを通 じそ もた らされ た過剰 生産 が1929乍の大恐慌 を惹起 してい る。
企業 の規 模 力{小さい ときには,鋤 や経験 に よ って経 営の状 態 や経 営め適否,あ るいは,欠 陥の所
在 な どを知 るこ≧ がで きるであろ う。 しか し,ト ラス トな どによ って企業 が巨大 にな る.と,経営の
適否 な どの判断 は,数 値 に よって認識 す る以外 に方 溶 はな い。企業 ρ経 営 が困難 になれば な るほ ど,
その必要 性は増大 す る。 それゆ えに,企 業の経営者 も,自 社 の財務 諸表な どを分析 して経 営 の状態
や適否,あ るいは,欠 陥 の所在 な どを認識 す るよ うにな った。信用 分析 も投 資分析 も,19世紀末頃
か ら大 きな発展 を遂 げたが,1920年代 に至 ると,こ の よ うな経 営者 の立場 か ら行な う経営分析,す
なわ ち 「内部分析 」 が経 営分析 のな か で重 要な地位 を占め るよ うにな りて きたの であ る。・
アメ リカにお け る経 営分析 の分析観 点 が,・与信者 や投資家の立場 よ り行な う信 用分析 お よび投 資
分析 か ら,経智 者の立場 よ り行 な う経 営分析へ の推移 な い しは変化 について は,と くに これ をJ.H.
一 ・経営分析の発展 に関す る一考察 一 一57
ブ リスの1923年の 著 書 『経 営 に お け る財 務 比 率 お よ び 楽勝 比 率 論 』(Financialan40Perating'
RatiosinManagement)にお い て み る こ とが で き る。 シ ュ マル ツ(KurtSchmaltz)によれ ば,
実 に この ブ リスは,与 信 者 の 立場 よ り行 な う従 来 の外 部 的 な信 用 経 済 的 観 点 か ら脱 却 して,内 部 的
ゆ
な経営管理的観 点 よ り財務 比率お よび業務比率 の研 究 を行な うに至 った最初 の学者 である とい う。
ブ リスに よる このよ うな分析観 点 の変化 は,同 時 に,従 来 の流動性分析 を中心 と した観察態度 か ら,
経済性分析 な い しは経 営能 率分析へ の分析 目的 の重 点の移行 を意味 してい る。すなわ ち,ブ リスは,
財務 諸表 の分析 か らえ られた財務 比率お よび業務比率 を知 ることが,経 営成 績 の発展傾 向 を観察 す
るために,経 営者 に とって不可欠の方法 であ ることを強調 した。 そ して,そ れは単な る経営 の流動
性 の測定 ではな く,む しろ経 営能率(BusinessEfficiency)の測 定 を重視 した包括的 な分析 であ り,
これに対す る基準 をえるた めに,ブ リスは資産構城 と資本構成 とをさまざ まな角度 か ら分析 したの
ゆ　
で あ る。
この よ うな ブ リスの経 営分析論 は,与 信 者お よび投資家 の立場 よ り行な う外部分析 か ら,経 営者
の立場 よ り行 な う内部分析 への分析視 点の変換 を企 図す る ものであ るが,反 面,従 来 の外部分析 と
比較 して,そ の分析 内容 を著 し く複雑化 させ ることとな った。 すなわち,従 来の流動性分析 として
の貸借対照表 項 目,と りわけ流動 資産 と流動負債 との間 の関係 の測定か ら,.さらに経済性分析 を目
的 とす ることに よ って,こ れに関連 す る財務 諸表項 目や原価計算項 目の各種 関係 についての分析的
測定 を必要 とす ること とな ったので ある。 ブ リスの経 営分析論 は,こ の よ うな特徴 をもつ ところか
ら,.L述の彼 の1923年の著 書 をも って内部分析 が生成 した と考 え られ る。 この場合,生 成 のメル ク
くしの
マー ル としては,分 析 の 「主体」 と 「目的」 とがあげ られるであろ う。 その点,ブ リスの経営分析
論 は,経 営者 の立場 か ら行 な う経済性 ない しは経 営能率分析 を 目的 と していたの である。
ブ リスの経 営分析論 につ いてはう章 を改 めて検討 を行 な うことにするが,そ の まえに,か か る ブ
リスか ら大 きな影 響 を受 けた ドイツの シュマル ツの経営分析論 に関 して,若 干,言 及 してお くこ と
に しよ う。
これ まで述 べて きた1920年代 の アメ リカにおけ る内部分析 の生成 期は,同 時 に ドイツにあ って も
生 成期 にあた り,そ れは第 一次大戦後 におけ る ドイツ経営学 の確 立 を背景 と してい る。 この ドイツ
経 営分析 発展 の経 営学的背景 とい う問題 は,敗 北後 における ドイツ国民経 済の再建一 経営経済 の
ゆ
合 理化一 経営学 の一領域 としての経 営分析 のそれへ の対応 の問題 であ る。K:.シュマル ツは,1927
年 の著書 「アメ リカ におけ る貸借対照表分析 お よび経 営分析』(Bilan2-eendBetriebsanalysein
Amerika)でドイツの経 営者 に対 して,比 較文 献研 究の形 式 でアメ リカ経 営分析 の考 え方 と業績 の
概観 とを与 え よ うとし・ さ らに,'1929年(P『経 営分析論』(Betriebsanalyse)なる著書 にお いて,
ドイツ経 営学理論 を多分 に取 り入 れて経営分析 の理論 的諸 問題 を取 り扱 っ泥。 か くして,シ ュマル
ツにおいて,ア メ リカ経 営学的研究 と ドイツ経 営学 との交流の うちに,新 しい ドイツ経 営分析論が
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形成 されたのであ る。 シュマル ツの経 営分析論 は,ア メ リカの経 営分析論 と りわ け ブ リスの著書
か ら大 きな影響 を受 けてい る。 すなわ ち,そ れは 内部 経営管 理の立場 に重 点 をお くものであ り,そ





における経済性は,経営経済の内部活動,す なわち生産過程の経済性を意味 してお り,彼独自の内
　'容を有 している
。彼 の経営分析 におけ る動態分析 お よび静態分析 の体 系を示 すな らば,つ ぎの よ う
　
に な るで あ ろ う。
1動 態 分 析(AnalysederDynamik)
(1)収益 性 分 析(Rentabilittitsanalyse)
〈i)費 用 ・利 益 の 分 析(K:ostenxundGewinnanalyse)
(ii)利 益 と資 本 との 関 係(BeZiehungenzwischenGewinnundKapital)
・(2)売上 高 分 析(UmsatzanalYse)
(3)'経済 性 分 析(Wirtschaftlichkeitsanalyse)
1【'静態 分 析(AnalysederStatik)
(1)資産 構 成 分 析(AnalysedesVerm6gensaufbaus)
(2>・資 本 構成 分 析(AnalysedesKapitalaufbaus)・・
(3)資産 構 成 と資 本構 成 と の 関係 分析
(i)流 動 性(Liquiditat)
(ii)設 備 資 産 の適 正 な 補 償(richtigenDeckungdesAnlageverm6gens)
こ の よ うな シ ュマ ル ツ の分 析 体 系 は,ま ず,動 態 お よび 齢 態 分 析 に 二 分 す る点 で,ウ ォー ル(Alex-
anderWa1Dから大 き な 影 響 を受 け て い る。 そ して また,と りわ け動 態 分 析 にお い て,収 益 性(上
記 の シ ュマ ル ツ の体 系 の1一(1)一(ii),以下 同 じ),経 済 性(1一(1)一(i)),活 動 性(1一(2))か
らな る基 本 的 体 系 を示 した と ころ は,後 述 す る ブ リスの 分析 体 系 か ら多 大 な 影 響 を受 け てい る こ と
が わ か る。
わ れ わ れ は,以 上 の よ うな 本 章 で 検 討 して きた 内部 分 析 の生 成 に 至 る まで の プ ロセ ス と,そ の 社




.Jersey:Prentice-Hall,Inc.,3rded.,1961,pp.5-7.中垣 昇 教 授 は,ア メ リ カ に お け る 財 務 諸 表 分
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析成 立の背景と して,(1)職業専門家 としての会計士 の地位 の向上,(2)大学教育 にお ける会計学教育の
発展,(3)財務諸表の標準化,を あげている。(中 垣昇稿 「アメ リカ合衆 国にお ける財務諸表分析成 立の
背景」『中京商学論叢』第29巻第3号,昭 和57年12月,49-93頁。)
(3}AlbertSchnettler,DerBetriebsvergleich,Stuttgart:C.E.PoeschelVerlag,1933,S.12-13.




Prefacep.V.なお,マ イヤー(JohnN。Myer)は,比率分析の発展に関 してつ ぎの ように述 べている。
』'「比率分析
につ いて,始 めて精緻な分析体 系を示 したのは,ウ ォール(AlexanderWall)であ る。 彼は,
1919年に論文 を発表 し,そ のなかで貸付 の適否 を判断 す るに際 して,た だ流動比率 のみ を判断の基準 と し
てい る銀行家 を強 く批判 している。彼は1企 業 の実体 をあ りの ままに認識 ・把握 するた めには,流 動資産
と流動負債 との関係 よ りも,財 務諸表中の各項 目間の相 互関係 を考察す ることが 必要 であ ることを指摘 し
て いる。彼 が論 じた相互関係 の比率は,量 的 に測定可能な ものであ り,こ れを利用す ることに よって流動
比率 を検 証することもできるのであ る。 ウォールは,比 率分析の生みの親9)一人 であ って・ 数冊の著書 で




(9)Ibid.,P.286.ホリガ ンは,こ の点 に関 して,1919年頃には,デ ュポ ン社 でその営 業成績 を評 価 す る
ため に,「比率 トライアングル ・システム」(aratiO``triangle"SyStem)を使用 し始 めていた ことを明
らか にしてい る。 この システムは,三 角形 の頂点に投 資利 益率(利 益/総 資産)が おか れ,三 角形 の底辺
に売上高利 益率(利 益/売 上 高)と,資 本 回転率(売 上高/総 資産)と が示 されてい る。(lbid.,P・286・)
ホ リガンは,ま た,1920年代 における比率分析 の状況 について,つ ぎのよ うな指摘 を行 な って いる。 「1920
年代 においては,比 率に対する関心が著 しく増大 し,比 率分析 の問題 に関する刊 行物が急増 した。 それ と
同時 に,産 業の比率 に関す る資料の編集が,業 界の団体,大 学,信 用調査機関,そ してアナ リス トたちに
よ って始 め られた。」(lbid.,P.286.)しか しなが ら,松 本雅 男教授 も指摘 されているよ うに,1920年代 に
お いては,財 務比率分析 が,文 献上は さかんに論 じられていたが,実 際には,そ の効果 が少な か った よ う
であ る。 な るほ ど,こ の時代 は,好 況期であ りた といえ る。 しか し,実 情 は,企 業基盤が しだいに悪化 し
て いたに もかかわ らず,企 業は,証 券 ブームに乗 って利 益 を粉飾 して いたために,そ の財務比率分析 はほ
とん ど無 意味な ものとな っていたのであ る。 すなわち,1929年の大恐慌 によ6て,い か に多 くの企 業が利
益 を粉飾 していたかが暴露 され,財 務諸表 に対 する人々の信 頼性 を喪失 させ,か つ また,そ れに基 づいて
行 なわれ る財務比率分析 を無意味な もの と感 じさせたのである。(松 本雅男稿 「アメ リカにおける財務比
率分析 の発展」 『松 山商 大論集ふ第22巻第3号,昭 和46年8月,118頁。)
⑩ 神野璋 一郎 ・宇治 田富造共著:rアメ リカ資本主義の生成 と発展』 青木書店,昭 和23年,180-181頁。な
お,青 柳文 司教授は,1920年代の アメ リカ経済について,大 要,つ ぎのよ うに述 べている。1920年か ら翌
21年にかけては).大戦後 の不況の最 も著 しいときであ った。1921年の合衆 国の会社総 数35万余 りの うち,
半数以上 が赤字 に悩んでいた。海外 市場 の後退,戦 時契約 の消滅,消 費者購買 力の低 下に よって売上高は
激 減 し,戦 時中の利益を放 出 しただけでは足 りず,剰 余 金のすべて を枯渇 した会社 も少な くな く,多 くの
会社は破産 の運命 をた どった。法人組織 に至 らぬ零細 企業の状態は,い っそ う悲惨であ った。不況 を克服
す るため,い まや企業の関心は生産か ら販売へ と移 った。 また他方,1920年代 の アメ リカ経済 の発展の背
景 と して,ア メ リカの豊かな天然資源 と進化 した生産 技術,そ して,こ の二つ を結びつける科学的管理法
の進展があ げられ る。それ とともにこの時代 は,標 準化の時代 であ り,た とえば,66種類あ った舗装用 レ
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ンガ が4種 類 に,210種 類 もあ った ビ ンは20種 類 に標 準化 さ れ た。 こ う した庵 業過 程 の 標 準 化 は,会 計過
程 の標 準 化 の 前提 であ った。 さ らに,こ の よ うな ア メ リカ経 済 の発 展 を象徴 す る ものが,一 つ に は フ ォー
ドの 自動 車 工場 で あ った。(青 柳 文 司稿,前 掲 論文,135頁,お よび137-138頁。)










⑰ 水 田金 一 著r財 務諸 表 分 析 一一一経 営 管理 の た め にr』 中央 経 済 社,II召和42年,6-7頁 。
⑱ 野 瀬 新 蔵 著,前 掲 書,269纂 。
(19)・野瀬新)購 同上嵩269-270頁・ シhマ ルツは・経 営騨 の静態お よび動態について・木要・つ ぎの
よ う に述 べ て い る。 経 営 経 済 の 静態 とは,経 営 の全 体 の構 成 で あ り,そ れ は,一 定 の法 則 に した が って構
築 され た 相互 対 照 の関係 に お か れ る,… 定 時 点 の資 産 と資 本 と,を内容 と す る貸借 対照 表 に示 さ れ る。経 営
経 済 の動 態 とは,現 実 の 活 動,価 値 の流 れ,そ して 最 後 に利 益 を もた らす価 値 増 殖 過 程(Werterzeugung-
sprozeB)たる資 本循 環 で あ り,そ れは,一 定 期間 の 売 上 高,費 用,収 益 な どの すべ て 流 れ る もの が計 算
さ れて い る損 益 計算 書 に反 映 す る。静 態 と動 態 とは,相 互 に 強 く影 響 しあ う もの で あ る 。(KurtSchmaltz,
Betriebsanal.yse,Stuttgart:C.E.PoeschelVerlag,1929,S.9.)
⑳ シ ュマ ル ツの 「生 産 過 程 の経 済 性 」 につ いて は,野 瀬 新蔵 教授 が,前 掲 書(343一一377頁)に お い て詳
細 な検 討 を され て い る。.
⑳KurtSchmaltz,Betriebsanalyse,a.a.0.,S.9一一10
皿J,H.ブ リスの経 営分析論
1J.H.ブ リスの経営分析論 の体 系
これ まで述 べて きた ところが ら明 らかな よ うに,経 営分 析 史上,ブ リスの1923年の著 書 を もって
内部 分析は生成 した のである。
本章 にお いては,ブ リスの この1923年の著書 を中心 として,ま ず,彼 の経 営分析論 の体 系につ い
て考察 を行な う。 つ いで,彼 の経営分析 論の理論上 の基礎 とな ってい る部分 に関 して,,検討 を行 な
うことにす る。
S.Lブラウ ンがい み じくも述 べて い るよ うに,「ブ リスは,彼 の二冊 の著 書の うち,最 初 あ もの
であ る 『経 営 におけ る財務 比率お よび業務 比率論』 のなかで,・経 営 にお け る比率の利 用 についての
　 タ 　 コ コ コ 　 　 サ コ 　
諸原則 を明 らかに し,先 駆者 と して:の彼 の地位 を確 立 し.た。』ブ リスは,い かな る比率'も,彼の独創
的 な も.のと して主張 したわ けではな い。.彼の主要な 目的 は,財 務統 計 を経営管 理に利用 す る ことの
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重 要性 を強調 し,そ して,そ れ を利 用 す ることによ ってえ られ る情報 につ いての分析 方法 と,そ の
の
有用性 とを説明す ることで あ った。」(傍点一 筆 者)の で あ る。 この よ うに ブ リスは,財 務統計 を
経 営管 理のた めに利用 す る ことを強調 し,そ の情 報 の分析 方法 と:有用性 とを明 らかに しょ うと した
のであ る。
ブ リスの1923年の著 書 には,各 産 業部 門にわ た って相 当多数 の企業 か ら求めた平均 比率,す なわ
ち ブ リスのい う'「標準 比率」 があげ られてい る。経営分析 を行な うにあた って,こ の標準 比率 とい
う考 え方 は広 く一般 に普及 し,ア メ リカで も多数 の団体 が この標準 比率 を算 出す るよ うにな った。
ブ リスの この著書 は,わ が国に も影響 を及 ぼ してい る。 わが国 で ブ リスの著 書が最初 に紹介 された
のは,大 正14年に刊 行 された西尾 清一 氏の著書 『企 業の財政 』 にお いて であ る。 しか し,そ の内容
を最初 に実際的 に取 り上 げて,わ が国企 業の標準 比率の算 出 を行 な った のは,三 菱経済研 究所(現
在の三菱総合研 究所)の 前身であ る三 菱合資会社調査 課で あ る。 同線 は後 に独 立 して,三 菱経済 研
究 所 とな り,さ らに今 日の三菱総合研究 所 とな った。 同研究所 は,昭 和3年 か ら今 日に至 るまで,
戦時 中の 一時 的中断 を除 いて継続 して経 営分析 の調査 を行 な ってい る。'その調査結果 は,同 研究所
の 『本邦事業成 績分析 調査』な る著書 に よって公 表 されて い る。昭 和39年下期か ら,その書名が 『企
業経営 の分析』 に変更 されて いる。 そのほか,日 本銀行 のr主 要企業経 営分析』 を始 め,日 本興業
銀行,通 産省,大 蔵省な どの今 口の調査 ・統計 の その もとは,ブ リスの経 営比率分析 の影響 であ っ
ゆ
たのであ る。.
か くして,ブ リスの経 営分析 論は,ア メ リカだけに とど まらず,諸 外 国に まで影響 を及ぼ した の
であ るが,彼 は,そ の よ うな経営 比率 を どの よ うに考 えて いたの であろ うか。 この点に関 して,ブ
リズは,1923年の著 書の 「序文 」 のなか で,つ ぎの よ うに述 べて い る。
「産業 のあ らゆ る部門 にお いて,そ の固有 の産 業活動 に基 づ く特定 の財務比率 お よび業務 比 率
が存 在す る。 これ らの比率 を決 定す る実際 的な方法は,そ の産 業 におけ る個 々の競 争企業 の比率
を平均す る ことに よって求 め られ る。 これ らの比 率は,そ れ ぞれ の競 争企業 が,成 功 のた めの平
均的な尺度 を備 えよ うとす るな らば,近 づかな ければな らない標準 比率 とな る。 あ る企業 の比率
は,標 準 比率 と比較 す ることに ξ って,当 該企 業の経 営能率 が,そ の分野 の競争企業 に どの点で
ぐヨう
す ぐれてお り,ま た,ど の点で劣 ってい るのか を明 らかに す る調査 のた めの指標 とな る。」
この よ うに ブ リスは,ま ず,各 産業 部門 で,そ の産業に固有 の財務 比率お よび業務 比率 があ って,
当該産業 におけ る多数 の個 々の企業 か ら求め た比 率の平均 値 が標 準比率で ある ことを明 らか に して
い る。 そ して,そ の標 準比率 とあ る企 業の比 率 とを比較す る ことに よ って,そ の企業 の業績 を測 定
す ることがで きると考 えて いるのであ る。
ブ リスは,当 時,リ ビ ィ ・マ クナイル ・ア ン ド・リビ ィ(Libby,McNeill&Libby)社の コ ン
トロ』 ラーで あ ると同時 に,イ リノイ州 で公認会 計士の仕 事 に従事 して いた。 そ して さ らに,ノ ー
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スウ ェス タツ 大学 の会計学 の助教授 を も務 めて いた。 こ うした プ リスの幅広 い職業経験 か ら,彼 は,
その著 書 で展開 した よ うな研 究が,当 時,ほ とん どな されていなか った ことをつ ぎの ように指摘 し
て いる。
「本書の主た る 目的 は,企 業 の経営管理者 が,当 該企業 の財務 お よび業務 のよ り効 率的な管理
を確保 す るための,特 定 の標準比率 を展開 す ることであ る。 その よ うな標準 に対 す る必要性 は,
久 し く認 め られて きたが,し か し,こ れ まで,そ のよ うな標 準 を利 用 でき るよ うにす るか,あ る
いは,企 業が 自社のた めに どの ようにその標準 を設定 した らよいのか について示 す ことは,ほ と
　
ん どあるいは まった く試 み られなか った。」
ブ リスは,当 時 の状況 に対 して この よ うな不満 を表明 す るとと もに,彼 の著 書がつ ぎのよ うな 目
的 に役 立つ こ とを明 らかに してい る。'
「本 書に含 まれてい る資料は,つ ぎの二つ の基 本的な 目的に役 立っ こ とを意 図 してい る。
ω 財務諸表 の分析方 法 を説明 し,そ して,企 業 の諸問題 を処理 す る際 の財務お よび業 務上 の諸
統 計につ いて,効 率的 な利用方法 を展開 する ことであ る。.
(2)刊行 されてい る利 用可能な情 報 によ って,で き'るか ぎ り,こ れ らの方法 や原理 をさまざ まな
ゆ
企 業ない しは産業 の詰統 計に応用 す ることで ある。」
これに よ って,彼 は,「 個人な らびに企業は,通 常,公 刊 されて いる・一般的 な報告書か らえ られ
る情 報 よ りも,あ る特定 の産 業に関す る情 報の方が,い っそ う有用 であ ることを認識 す るであろ う。
そ して,彼 らは,本 書に示 した方向 で分析や統 計 を行な うことが,大 きな価 値 を有 してい ることを
　の
理解 す るであろ う。」 と考 えていたのであ る。
この よ うな経営管理 の観点か ら標準比率 を確 立 しよ うとす る試 みは,ブ リスが最初 であ る・彼 の
著書 は,1913年か ら1921年までの9年 間 の,ア メ リカの43の主 要な産業 とそれ に属 す る約350社を
くの
調査 し,そ の成 果 を まとめた ものであ る。
ブ リスは,彼 の著書 が主 と して企業 の経 営管理 者のために書 かれ た ものであ るが・ しか し・ それ
以外 の企業の利 害関係者 に も役 立つ ことをつ ぎの ように述 べてい る・
「本 書は,主 と して企業 の経営管 理者お よび会計担 当者の ために企 図 された もの であ るが,企
業 に財務 上の利害 関係 を有す る者,.すなわち,銀 行家,与 信 者,個 人投 資家な どに も役 立つ よ う
に努 めた。 これ らの人々は,財 務 比率お よび業務比率に よって分析 された財務 諸表 を利用 す るこ
とによ り,企 業の業務 亭,企 業 の経営 の健全性 に関 して,は るかに正確 な判断 をす ることがで き
⑧
るのであ る。」
以上 の よ うな意図 を4,って誉かれた プ リスの著書 は,全40章か ら構成 され・396頁に及 ぶ大著 で
あ る。 その構成 は,つ ぎの よ うな二 つの部分 か らな ってい る。





(1)収 益 性 の 尺 度(MeasuresofEarnings)
(i)自 己資 本 純 利 益 率(TherelationofsurplusnetprofitStonetworth)
(ii)売 上 高 純 利 益 率(Therelationofsurplusnetprofitstovolumeofbusiness)
(iii)普通 株 式 資 本 純 利 益 率(TheearningsoncommonStockholders'investments)
(iv)総 資 本 営 業 利 益 率(The・relationofoperatingProfitstototalcapitalused)
(v)売 上 高 営 業 利 益 率(TherelationofoperatingProfitstovolumeofbusiness)
(vi)売 上 高 総 利 益 率(Therelationofgrossearningstovolumeofbusiness)
(2)原 価 お よ び 費 用 の 尺 度(M6asuresofCostsandExpenses)
(1)売 上 原 価 お よ び 総 費 用 率(Therelation6fcostsandexpensestovolumeofbusi-
neSS)
(ii)投 資 お よ び 売.1:高と 設 備 資 産 費 用 と の 比 率(Therelationofpropertyexpensesto
inVeStmentandSa隻es)
(iii)借 入 資 本 費 率(Thecostofborrowedcapital)
(iv)総 資 本 費 率(Thecostoftota夏capitalemployed)
(3)回 転 率(Turnovers)
(i)総 資 本 回 転 率(Theturnoveroftotalcapitalemployed)
(ii)棚 卸 資 産 回 転 率(Tbeturnoverofinventories)・
(iii)売↓簾 回転 率(Th・t・ ・n・v…f。6。。unt,,eceivab偲).
(iv)画 定 資 産 回 転 率(Thρturnoveronfixedpropertyinvestment)
(4)財 務 関 係 の尺 度(FinancialRelationships)
(i)運 転 資 本 比 率(Theworkingcapitalratio)
(ii)資 本 運 用 比 率(Th・ 叩nn・ ・inwhi・hcapit・1・i・inve・t・d)
(iii)資本 調 達 比 率(Thesourcesfromwhichcapitalissecured)
(iv)利 益 社 内 貿 保 率(Theproportionofearningsleftinthebusiness)
ブ リス は,こ れ ら の 分 析 指 標 の ほ か に,さ ら に つ ぎ の よ うな も の を あ げ て ,重 視 さ れ な け れ ば な
ω
らな い こ と を指 摘 して い る。
(i)労 働 者 「一時 間 当 り生産 高 な どの労 働 能 率 の尺 度(MeasuresQflaborefficiency,suc;1
astheoutputpermanperhour)
(ii)機 械 な い しは作 業能 率 の尺 度(Measuresofmachineoroperationefficiency)
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表2要 約 貸 借 対 照 表
No.資 産 金 額%
1流 動 資 産:
2現 .金,$50,0005.0
3'売 掛 金 ・受取 手形125,00012.5
4'棚 卸 資 産'20σ,000・20.0
5"そ の 他 の流 動資 産"25,000:2.5
6'・ 流 動 資 ・産 合 計 一 ・・…$400,000・.40.0
7投tt資 『 、.'$・75,000.・7.5「
&固 定 資 産(工 場 お よ.び設 備). ..4gqoOO.,40.0
9無 形 固 定 資 魔 、100,00G10.0
10繰 延 資 産25,0002.5
11資 産 合 言1$1,000,000100.0
負 債 お よ び 資 本
12流 動 負 債:
13買 掛 金$25,0002。5
14支 払 手 形100,000 、10.0
15そ の 他 の流 動 負 債50,000 .5.0
1.6流 動 負 債 合 計 ・・… … ・$175,00017.5'
17長:期 負債(社 債 そ の他)$200,00020.0
18引 当 金$25,0002.5
19資 本:
20優 先 株 式100,000'10.0
21普 通 株'式'400,00040.0
22積 立 金50,0005.0
23.乗 唖・ 余 金50,0005.0
24・ 資 本 合 計 …… …$60Q,000 .60.0
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(iii)営業 外 収 益 と営 業外 費 用 との 比 率(Therelationshipofnon-operatingincomeand
expenses)
('v)融 入お よび糊 入 の牒 外瀬 ・々対 す 砒 率(Th・i・.・・m・r・・nrd・nn・n一・p・r-
atinginvestments,bothgrossandnet)
(v)関 係 会 社 投 資 有 価 証 券 か ら の 収 入 と そ の 資 本 金 額 と の 比 率(Theincomereceived
.f・・min…tln・nt・andS・cu・iti・・ili・e1・ti・nt・theam・nt・f・apit・夏ti・d・p)
㈱ 繍 教搬 ・粥 のカ スの分析指標の大項目・すなわち・ω ..鱗1生み尺嵐(・)原 価お
よび糊 の膿(3)回 転率(4)賜 関係の膿 力鴇 それ・ω 収難(2) ・経 酷(・)
活動 陸,(4)安全性,の 指標 といえ ることを指摘 され てい る。
ところで,ブ リスによれば,「 これ らの経 営能率 の尺度 は,企 業 の状態 を判断す る基準 と して老
衰3要 約 損 益 計 算 書
No・ .金 額'%'100ポ ン ド当 り
26営 業 量(ポ ン ド)… …10,000,000・ ・… ■… .
27売 上 高 … …$1,000,000100 .0$10.00
28売 上 原 価 一 ・・700,000 .70.07.00
29売 .1:総'利 益 … …$300,00030.0$3.00
30費 用:
}細 目
31総 費 用 ・・一210,00021 .02.10
32営 業 赤嘘 主監… 一・$90,0009 .0・$.90
33・'支 払 利'息 ・一 ・25,5002.5' .25
34剃 髪 士員 ≡益i・一・一4,500.5 .05
35純 利 益 … …$60,000 .6.0 .$.60
36優 先 株 式 配 当 金 … …7 ,000
37 、 優 先 株 式 配 当後 残 高 … …$53,000
38普 通 株 式 配 当 金 … …40,QOO
39彗1ミ 備 金 繰 大 害頁・・…。 ・・・・・・…
40未 処 分 利 益 … …$13 ,000
田所:JamesH.Bliss,eP.cit.,p.54.
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表4
J一総資本営業利益率(32÷11)9.0%
貸借対照表 関係比率'K一 総資本 回転率(27÷11)$1.00
A_疎 通嫌 本(6_・6)$225,。。。.。"L-L固 麟 産回転率(27÷8)'$2・・0'
B_正 味運轍 枇 率(6÷・6)$2.28M一 棚卸 資産 回転率(27÷4)$5・00
C_資 本翻 形態(資 産構成比率>Nづ ま上債権 回転率(27÷3)$8・00
1_10の各項 目と11との比率0一 固定資産$:し00当りの営業量(26÷8)25ポ
D一 資本縫 源泉(資 本構成比率)ン ド
E一搬 器 繍 罰P一 驚 警搾 購
(21十22十23普通株式数)
損益計算書関係比率
収益性 および 回転率の尺度,Q一 平均価格(27÷26)100ポン ド当 り$10・00
良一売上高総利益率(29÷27)〃$3.00
F}配 資本利益率(35÷24)10%
S_売 隔 纐 騨(,、 ÷,,).$,.、 。G一普通株式資本利益率(37÷21)13.2% 一.T一 売上 高営 業利益率(32÷27)〃$0 .90
ヤ=激職 灘 概)　 oo・_》=箋撰森羅 率::::;;;濡ll
出所:JamesH.Bliss,oP.cit.,p.55.
(注)カ ッ コ内 お よびC・Pの 数 字 は,表2お よび表3のNo.の 数 字 を意 味 して い る。
な お,Rの ところ で,ブ リスは 計 算 間 違 い を して い るの で 訂正 してあ る。
え るべ き ものであ る。 すなわ ち,そ れ らは,経 営管理 者 に当該 企業の状態 が,満 足 すべ き標 準な い
　ケ
しは有利 な標 準 を満 た して いるか どうか を判 断せ しめ る もの」 なの であ る。 つ まり,ブ リスは,彼
　
の提 唱 した経営能率 の尺度 が,「基 本的な経 営関係 を示 す もの」 であ ると して,さ らに,つ ぎのよ
うな説明 を行 な って いる。
「企業は,通 常,収 益性 が あ るはずであ り,も しそ うであ るな らば,経 営 の内部 にあ るは ずの
正常 な関係が多少な りとも存在 す る。原価 お よび費用 は,売 上高 に比例 していなければな らな い。
遂行 された営業量 は,投 資額 に対 して満 足すべ き関係 を有 するはず であ る。実現 した利益は,競
争標 準 を満 たす であろ う。 これ らは,上 述 の経営能 率の尺度 によ って判断 され るべ き,経 営 内部
の基 本的な関係 であ る。 企業の収益性 が低い場合 には,そ の尺度 は,若 干 のふ さわ しくな い基本
的 関係 を示 す。経 営の困難 さは,満 足で きない業務成 績か ら生 じた木十分 な売 上総利益 や,過 大
な経費 に現 われ,あ るいは,投 資利 益率の低下 に よって,'回転 率の悪化 に示 され,あ るいは,そ
の他 のさ まざ まな原因にな って現 われ る。 しか し,ど のよ うな困難 で も,経 営の不利 な状態 は,
い くつかの満 足で きな い関係 として示 され,そ して,こ れ らは,経 営 能率の尺度 を適用 す ること
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に よ って最 も効果 的に判断 され る。」
ブ リスは,.この よ うな特徴 を もつ前掲 の経営能 率尺度 の うち,主 たる もの を 「財務 諸表に示 され
　
るべ き重要な関係比率 の要約」 と して,表2・ 表3・ 表4の よ うな要約貸借対 照表 と要約 損益計算
書,お よび その関係比率 を示 した表 のなかで例示 してい る。
以上 の よ うな ブ リスの経営分析 論は,常 に,実 証的 な観 点 か ら展 開 されて い るところにその特 徴
があ るとい える・ この点 に関 レて,野 瀬新蔵 教授 は,ブ リスをつ ぎの よ うに評価 され てい る。 すな
わ ち・「Blissの分析比率論 は終始 公表財務 諸表数 字に基 づ く.実証的 研究 に裏付 け られ てい るのであ
　 り 　 コ ロ ロ 　 　 コ な の
って・米 国経営分析 発展史上理 論 と現実 の総合 者 と しての彼 の功績 は真 に偉:大であ」(傍 点一 そ
の まま)る と。
か くして,本 節 においては,ブ リスの経営分 析論 の体 系 を概 観 して きたが,つ ぎに,彼 の経営 分
析 諭の理論的基礎 について考察 を行 な うことに しよ う。
2J.H.ブ'リスの経 営分析論の理論的基 礁
本節 にお いては,こ れ までみて きた プリスの経 営分析論 の体系 をふ まえた うえで,彼 の経営 分析
論 の基礎 をな して いる理論的な前提 につ いて考察 を行 な うことにす る。
ブ リスによれば,ま ず,「 経営 におけ る管 理機能 」 と して,経 営は,つ ぎの三つ の一般 的な機能
　
か ら構成 されてい るとい う。
ゆ
(1)マー チ ャ ンダ イ ジ ング(Merchandising)一売 買 機 倉旨。
ゆ
(2)生産(Operating)…一一生産 の遂行 お よびサー ビスの分 配。
(3)財務(Financial)一経 営資本 の経済的 かつ効 率的 な利用 に対す る責任。
ブ リスは,こ れに続 いて,「 企業 の成功 は,こ れ らの機 能 のすべての点で効率的 な経 営の遂 行 に
　
依 存 して い る。」 と述 べ て い る。 この こ とは,す な わ ち,「 企 業 組 織 の営 利 的(commercial)な成 功
は,企 業 の株 主 あ る いは 資 本 主 の投 資 に対 す る適 正 な 競 争 的 利 益(afaircompetitivereturnon
theinvestmentsofitsstockholders"orproprietors)を獲 得・し う る能 力 に よ って1則定 さ れ る。 自 己
資 本利 益(surplusnetprofits),すな わ ち,自 己資 本 か ら獲 得.した 企 業利 益(thereturnal)usi-
nessearnsonitsnetworth)むま・ 企 業 の 三 つ の す べ て9機 能 ,つ ま りマー チ ャンダ イ ジ ン グ,生
産 お よび 財 務 にお け るそ の経 営 の 業 績 測 定 の最 終 的 な尺 度 で あ る。 す ぐれ た マ ー チ ャ ンダ イ ジ ング,
良 質 な製 品,顧 客 に対 す る信 用,効 率 的 か つ 経 済 的 な生 産 活 動,提 供 さ れ た サー ビス,経 営 者 お よ
び 従業 員 の 能 力 と忠 誠 心 な どは,す べ て成 功 す る企業 を形成 す る要 素 で あ る。 す な わ ち,そ れ らは,
ゆ
す べて当該企業 の利 益 に反映す る。」 とい うことであ る。
この よ うに・ ブ リスは・経 営 には上掲 の三 つの機 能が あ って,企 業の成 功 の如何 は,自 己資本利
益 に柔 って測定 す ることがで きる と考 えてい.るの である。 つ ま り,彼 は,そ れ らの企業 の三つの機
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能 にお け る経営 の業績 が,自 己資本利益率 に よって測定 され,し たが って,こ の 自己資本利 益率 こ
そ,経 営 業績 の最終的 な分析 指標 であ ると考 えて い る。
ブ リスは,こ のよ うに企業の状態 を判断 す る総合的尺度 と して,自 己資本利 益率 を強 調 してい る
　
のであ るが,そ の根拠 と しては,二 つの ものを考 え ることがで き る。'・
すなわ ち,そ の第 一の理 由は,ブ リスの と る企 業観 が,資 本主 ゐ所有 にあ る とい う,い わ ゆ る
　
「資本主理論」 に立脚 してい る ことであ る。 ・した が って,企 業 の純 財産 な らび に利益 は,株 主 の持
分 であ り,自 己資本利 益率 が大 きけれ ば大 き:いほ ど株主 への配 当率 が大 き く,ま た,・株 主の持分 に
属 す る自.己資本 の比率 が大 き'いとい うことにな る。
その第 二 の理 由は,測 定尺度 としての機 能か ら導 きだ され る ものであ る。 す なわ ち,ブ リスの提
唱 したす べての比率は,・マrチ ャ「ンダ イジングお よび生産 の効 率 を示す1七率か,あ るいは,財 務効
率 を示す 比率かの いずれかに属 す る。 しか も,・'これ らの効率 を示すすべ ての比 率の変化 は,こ とご
と く自己資本利益率 に影 響 を及 ぼす こと匠な る。換 言すれば,ブ リスが示 した あ らゆ る経 営比 率は,
自己資本利 益率 の変動 の原 因を示 す指標 で あ り,ま た,こ れ らの比率は,相 互 に関連性 が ある と考
え られ ているので ある。
ブ リスは,こ の よ うな考 え方 か ら,彼 の経 営分析論 のな かで,最 も重 要な比 率 と して 自己資本利
益率 を提唱 した のであ る。
さて,ブ リスは,前 掲 の三つ の経 営の基 本的機能 が相 互関連的 な もので あ ると考 えてい るが,そ
の場 合,マ ー チ ャンダ イ ジングお よび生産 の機能 の うえに財務 の機能 をおいて い る。 この点に関 し
て,ブ リスは,つ ぎの よ うに述 べてい る。
「企業 がその経営活動 に利用 す る資 本 は,少 なければ少な いほ ど,よ り大 きな投 資利 益 がえ ら
れ るとい うこ とは萌 白であ ろ う。企業 にお ける資本の利 用 に際 しては,効 率性 な い しは経済性 が
なけれ 硅な らない。 それは,ま さに労働 力の利用 にお いて も,工 場 の生産 にお いて も,マ ーチ ャ
ンダ イジングにお いて も効 率性 な い しは経済性 がな ければな らな いの と同 じことで あ る。 さ らに,
マー チ ャンダ イ ジングや生産,あ るいは原価 の点 においてのみな らず,財 務 王 の効率性 にお いて
も同様 に,満 た されなければな らない競争糠 準 が存在 す る。 財務管 理の機能 は,健 全 かつ保守的
.な方 向 で
,企 業 の財務Lの 諸問題 を指揮:し,企業が必要 とす る資本 を,で きるだけ安 く調達 し,
また,企 業 に投 下 された資本の利 用 に際 して,最 も効率的な い しは経済 的 に行 な うとい うことで
カ
あ る。」'
か くして,プ リス は,経 営 の 基 本 的 機 能 の うち,財 務 機i能を重 視 して い る こ とが わ か る。 そ して,.
彼 は,こ の よ うな財 務 管 理 が 効 率 的 に 行 な わ れ な け れ ば な らな い と して,さ ら につ ぎ の よ うに述 べ
て い る。
「平 均 的 競 争 自 己資 本利 益(anaveragecompetitivereturnonitsstockholders'investments)
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を達成 す るためには,企 業 は,マ ー チ ャンダ イ ジングや生産 の活動 におけ る競争標準 を満 たさな
ければな らないばか りではな く,少 な くと も,そ の資本 の利 用 におけ る競 争的効 率性 が測定 され
な ければな らない。 しか しな が ら,企 業に投下 されたいかな る資金 も,競 争標 準に よ って指示 さ
れた とお りに効 率的 に利 用 されなか った場 合 には,ち ょうどマーチ ャ ンダ イジ ングや原価の点 で
　
競 争標 準 を満 た しえない場 合 と同様 に,自 己資本利益 を減少 させる ことになる。」
ブ リスは,こ の よ うに,マ ー チ ャンダ イジングや生産 に対 す る競争標 準が存在 す るの と同様 に,
資本 の利 用 に際 して も,達 成 されな ければな らな い競 争標 準が存在す るとい うので ある。 つ ま り,
企業 におけ る資本 は,効 率的 に利用 されなけれ ばな らな い とい うことであ る。 ここで も,ブ リスは,
自己資本 との関連 にお いて資本利用 の効 率性 を強調 しているのであ る。 それは,彼 のつ ぎのよ うな
指摘 か らも知 るこ とがで きる。
「企 業にお いて非 効率的 に利用 された 自己資本 は,ど のよ うな場合 で も,株 主 の見地 か ら二 つ
の不利 益 を もた らす。 すなわ ち,一 方 では,よ り大 きな原価 や費用 を もた らす ことにな り,ま た,
よ り大 きな損失 を もた らすこ とにな る。そ して また,他 方 では,よ り大 きな支払利 息や財務 費用
　
を もた らす こ とにな る。」
ここで,・ブ リスは,非 効 率的 な 自己資本 の利 用 によ って,二 つの不利益 を もた らす と述 べてい る
が,彼 は,そ の第 二 の不利益 と して,支 払利息 や財務 費用 の増大 をあげてい る。 この理 由は当然 の
ことなが ら,彼 がヅ 自己資本 とと もに,他 人資本 に対 す る責任 を も考慮 に入 れてい るか らである。
この点 に関連 して,,ブ リスは,つ ぎの よ うな説明 を行 な ってい る。
「企 業 の財務管 理 にかか って いる二つ の責任 は,借 入 資金 の利 用において明確 に説明す る こ と
がで きる。経 営者 は,支 払 期限 が到来 した ときに返 済す る責任 を引 き受 けて,当 該企業 に必 要な
資本 を銀行 その他か ら借入 れ る。 この ことを実施 す る際 に,経 営者は,当 該企業 に受 け入 れる資
金 につ いての使途 を決定 し,指 示 を行 ない,.そして さらに,そ れ らの使途 が適切 で あるか どうか
を判断 す る責任 を必然的 に負 ってい る。 すなわ ちその責任 とは,適 時 に返済 す るための元金 を,
あ るいは,そ の利用可 能性 を保証 し,そ して,で きるか ぎ りこれ らの 資金 を有利 な使途 に振 り向
'けるこ とで ある
。」
ブ リスは この よ うに述 べて,借 入 資本 を利 用 す る場合 の経営者 の責任 を明 らかに して いる。彼 は,
かか る経 営者 の財務 上 の責任 には,二 つあ るこ とをつぎのよ うに指摘 している。
「企業 の経 営者は,二 つ の財務 ⊥の責任 を負 っている。 すなわ ち,そ の第一 の ものは,業 務 を
遂 行す るの に必要 な資本 を調 達 する責任 であ る。 そ して,そ の第二の ものは,企 業 に投下 された
　
その資本 の使 途 を決 定す る責任 であ る。」
そ して,ブ リスは,さ らにつ ぎの よ うに説明 している。
「第 一 の責任 に関 しては,経 営者は,必 然的 に当該企業の適切 かつ保守的 な資金調達 に対す る
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責任,お よび,必 要な資本 をで きるだけ安 く調達 す るとい う責任 を負 ってい る。第 二の責任 につ
いては,当 該 企業 に受 け入 れた資本か ら行なわれ る投 資の性質 に考慮 を払わ なければな らな いと
ゆ
い うことであ る。」
ブ リスは,ま た,財 務 流動性 を維持 す るために,資 金調達 に際 して,長 期 資金 と短 期資金 との区
別 をしなければな らな いこ とをつ ぎの よ うに述べてい る。
「当該企業 の運転 資本 の状 態(い わゆ る流動性 を意味 して いる一 筆者 注)を 維持す るために,
固定設備 のた めの投資 に利用 す る資金 と,運 転資本の ためにのみ利用 す る資金 との非常 に明確 な
区別 がなされなければな らない。短 期借 入金(currentborrowings)は,当座的 な投 資ない しは
運転 資本 のためにのみ用 い られ るべ きで ある。 固定な い しは長期投 資のた めに必 要 とされ る資本
は,長 期借入 金ない しは 自己資本 か ら調達 されなけれ ばな らない。 良好な信用状態 を維 持 し,そ
して,企 業 の発展 や拡大 のために必要 とされ る追加 出資 の要件 を定 めてお くためには,な され る
べ き投 資の種類 を綿密 に検討 し,適 切 な源泉か らその よ うな資金調達 を行 な うことが必要であ る。
さらに,有 価 証券 の発行 は,可 能 なか ぎ り最小の コス トで,株 主へ の最大 の利益 をもた らす よ う
⑳
に行 なわれな けれ ばな らない 。」
ブ リスの こう した企業の 資本調達 におけ る,長 期資本 と短期 資本 との区別 を強調 した点 は,今 日
　
で も妥 当な見解 であ ると考 え られ る。彼 は また,有 価 証券の発行 に際 して も,自 己資本利益 の最大
化 を忘 れずに指摘 して いる。 か くして,ブ リスのい う 「効率的 な財務管 理」 とは,結 局,「 資本 の
経済的 かつ効率的な利用 や,適 切 な回転率 の維持や,借 入 資金 の低 コス ト調達 や,保 守的 な財務 政
策 の維持 な どに対す る責任 が,ま さに効率的な マーチ ャンダ イジ ングや,効 率的 かつ経 済的な生産
の維持 や,適 切 な原価 の達 成 な どに対 す る責任 と同様 である と考 えることが でき る。」 とい うこと
なのであ る。 この ことか ら,ブ リスの経 営分析論は,マ ーチ ャンダ イ ジングや生産 な どの 「業務 の
効 率性」 とと もに,「財務 の効率性」 が非常 に重:視されて いることがわ か るであろ う。 それゆ えに,
ブ リスはチ経営 の業績測定 に 「財 務比率」 と 「業務比率」 とを用 いたの であ る。
ところで,ブ リスは,上 述 の よ うな財務管理 の効 率性 を考 えて いた のであ るが,彼 によれ ば,「資
本の効 率的か つ経済的 な利用 に対す る責任 は,当 該企業 の経 営 スタ ッフの構成員 に委 譲 され るべ き
ゆ
であ る。」 と述 べ て,資 本 の運 用 に際 してのいわ ゆ る 「部門別責任制」 を主 張 した のであ る。 すな
わ ち,彼 は,マ ーチ ャγダ イジ ングや生産 の活動 に対 す る責任 が部 下に委譲 され るの と同様 に,資
本の運用面 で もその使途 に対 す る責任 を部下 に委譲 すべきであ ると考 えて い るのであ る。 ブ リスは,
この点 に関 して,さ らにつ ぎの よ うな説明 を行 な ってい る。
「小規模 企業 にお いては,資 本主 は,購 買,販 売,生 産 お よび財 務 を含 むすべての責任 を負 っ
てい る。比較 的大規模 な企業 にお いては,販 売活動 や生産 活動 の処理 についての権 限お よび責任
が,経 営管 理者 や,監 督者 や,部 門長 に委譲 され ることが不可欠 とな る。 その よ うな責任 に応 じ
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て,彼 らは資本 の運用 のために雇用 され,そ して,そ れ ぞれの立場 において管理 を行な うので あ
る。比較的大 規模 な組織の企業 においては,資 金 調達 が,通 常,財 務担 当役 員 ない しは財務 部長
に よって行 なわれ るので,マ ーチ ャンダ イ ジングや生 産の活動 を管理 して いる部門長 ない しは管
理者 は,資 本提供者 に対 す る当該企業 の責任 を認識 して いな い傾 向があ る。 ……彼 らに,当 該企
業 の財務上 の責任 をなん らか の手段 で分担 させ ないか ぎ り,彼 らは,当 該企 業 にお ける資本 の効
率的 かつ経済的 な運用 の必要性 を見逃 して しま うことにな る。 …… マーチ ャンダイ ジングや生産
の活動 を管理 す る人 たちに財務 管理 の効 率性 についての包括的 な尺度 を提供 す るため に,企 業の
資本運用 の責任 ない しは財務 責任 を,組 織 全体 に広 め るべ きであ るとい うことが まった く不可 欠
であ ると思わ れ る。彼 らは,で きるか ぎ り株 主の 見地か ら,そ の責任 を認識 すべ きであ る。理想
的 な状 態は,す べ ての者 が,あ たか も自分 のた めに業務 を遂行す るかの よ うに,自 分 の仕 事 に関
心 を もつ ことである。 この よ うな状態 は,企 業 の さ まざまな部門 や業務 を管理 す る者 に責任 を分
　
担 し,各 自の業務達成度 を判断す る手段 を彼 らに提供 す るこ とに よって近 づ くことがで きる。」
そ して また,ブ リスは,「企業 の各業務 や各部門 に企 業 の財務 責任 を分担 させ る有効 な手段 は,業
務 に関 す る責任 を分担 す るこ とに よって えるこ とがで きる。」と指摘 してい る。 つ まり,そ れは,経
営能率 の さ まざ まな沢度,た とえば,棚 卸資産 回転率,売 上債権 回転率,設 備資産 回転 率,費 用比
率,・売上 高利益 率,資 本利 益率 な どを,全 体 と しての企業 だけではな く,企 業 内のそれぞれの特
　
定 部門 ない しは 単位にすべて適用 す ることに よ って可能 とな るのであ る。 したが って,ブ リスは,
「その ような部 門ない しは業務 の責任者 に,全 体 としての当該企業 を判断 す る株 主 と同 様 の 見 地 か
ら,自 己の責任 を判断 す る手段 を与 え る。」 べきであ ると考 えてい るのであ る。 かか る ブ リスの資
本運用 に際 しての 「部 門別 責任 制」 の考 え方 は,ま さに,企 業 の業務 活動お よび財務活動 のすべ て
にわ た って,経 済的 ない しは効 率的な管理 を実施 しようと企図 した もので あ る。 こう した 「都 門別
責任制」 の方法は,い わゆ る 「事 業部制 組織」 の形態 で今 日広 く採用 されて いる。 それ ばか りでは
な く,ブ リスが,こ の よ うな企業 内の各 部門 ない しは各単位 に もその業 績評価指標 として,資 本利
益率 を適用 すべ きことを指摘 してい ることに注意 しなければな らない。 なぜな ら,今 口,事 業部の
業績 評価指標 の ・一つ と して資本利益率 が用 い られてい るが,ブ リスは すでに1923年の時点 でそのよ
ゆ
うな考 え方 を もって いたか らであ る。
ブ リスは,当 時,こ の よ うな卓越 した考 え方 を もって彼 の経 営分析論 を体系化 したので あ った。
しか しなが ら,松 本雅男教授 が,ブ リスの経営分析論 は 「公表財務諸表 の分析 を主眼 としていたた
ゆ
めに原価能率の測定に重要な費用率分析が不十分であった。」と指摘されている点を検討 しなけれ
ばならない。 というのは・ 「いかにこま、か く財務諸表を分析 しても,財務諸表が過去の実績 を示す
ものであるかぎり,企業の内部管理に役立つ効果が少ない。あらかじめ企業全体にわたる総合的財
務計画(予算)をつ くり,日常たえずこれと実績とを比較し,期末にその予第差異を総合的に分析
72一 経 営 論 集 一一
㊨
する ことは,企 業 の経 営管理 に非常 に有益 であ る。」 といえるか らであ る。
この点に関 して・ ブ リ.スは どの よ うに考 えて いたの であろ うか・ ブ リスは・ 「企業組織 のた めの
予算」 と題 す る ところで,つ ぎの よ うに述 べてい る。
「多 くの企 業にお け る予算は,主 と して,満 足 できない経営状態 の是正策の必 要性 か ら発展 し
たので あるが,比 較 的良好 な経 営状態 の もとでの 予算 の利 点 も,見 逃 され るべ きではな い。 予算
制度 を利用 す るこ とに よって え られ る企 業の大 きな便 宜は,企 業が維 持すべ き適切 な標 準値 を決
卜定 した 怯 好 ましい財務 関係 を保 つ ことがで きるこ とであ'り,し たが って,そ れ らの適切 な標準
値 や好 ま しい財務関係 を維持 す る ことができ るよ うな,当 該企 業の業務 活動 の ための明確 か つ実
践的 な計画 を設定 す ることに よ って,満 足 し うる有利 な投 資利 益 を達成 す るこ とがで きるであろ
う。」 ・
そ して,彼 は さ らにつ ぎの よ うな説明 を行 な ってい る。
「企業 に どの よ うな包括的 な予算制度 を導入 す る場 合 で も,経 営能率 のあ らゆ る尺 度 につ い て
考慮 を払 うことが必要 である。 これ らの尺度 を適用 し,そ して,当 該企 業の業務 活動 にそれ らを
利用 す る ことは,部 分的では あ るが,実 際,予 算管理 の一形態 であ る。 この よ うな能率尺度 の利
用 は,包 括 予算 の編成 に必要 とされ る ものでは ないが,し か し,い かな る予算計 画の策定 の場合
で も,こ の よ うな能 率尺度 によ って反 映 され る財務 関係 や,満 足すべ き企業状態 を達成 す るのに
不 可欠 であ る改善 策 に考慮 を払わ なければな らない。 予算 を編成 す る場 合,あ るいは,企 業 に こ
の よ うな能 率尺度 を適用す る場合,つ ぎの三 つの点に考慮 が払わ れな ければな らない。
ω 特定 の企業 にお いて維持 され るべき比率,財 務 関係 お よび 回転率。
② 当該産 業に と っての この よ うな尺度 の競争標 準。
(3)あらゆ る業務遂 行の好 ましい改善策。
この よ うな能率尺度 の適用 お よび利用 に際 しては,つ ぎの よ うな段階 を経 なけれ ばな らない。
すな わ ち,第 一 に,当 該企業 に存 在 す る財務 関係,比 率,回 転率 な どを算 定 し,第 二に,満 足で
きる結 果 を もた らす ために,維 持 されなければな らないこの よ うな財務 関係 や尺度 に対 す る標 準
値 を設 定 し,第 三 に,望 ましい改善 策に影響 を及 ぼす当該企業 の業務 活動のた めの一定の業務 計
画の大 要 を作成 す る。 この ことは,全 体 と しての これ らの尺度 のすべて に直接 適用 す ることが で
　
き,ま た,そ れぞれ個 別的 に も直:接適用 す ることが できる。」
ブ'リスのかか る能率 尺度 の利 用 について具体 的 に述 べ るな らば,た とえば,棚 卸 資産 回転 率の場
合には,第 一の段階 は,現 在の 回転率 を算 定 し,つ いで,維 持 ざれなければな らな い業務遂行 の標
準値 を設 定 し,さ らに,こ れ らに基 づいて,望 ましい回転率 をもた らす在庫 管理 のための業務 計画
を策定す るので ある。 い うまで もな く,同 じ考 え方 でその他 のいかな る尺度 に も適用 す るこ とがで
ゆ
きるわ けであ る。 ブ リスは,結 局,「企 業 にそめ よ うな尺度 を適用す るこ・と,す なわ ち,費 用比率
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や原価標 準な どの よ うな尺度 で企 業 に全体的 に適 川 し,そ して利 川 す ることは,予 算管珊 の一形 態
　
であ る。」 と:考えて いたのであ る。
ブ リスの経 営分析論 は,松 本雅 男教授 も指摘 されてい るよ うに,確 かに公表財務諸 表が分析 の主
要な資料 とされて いた。 また他 方,ブ リスの経:営分析論 の前年,す なわち1922年にJ.0.マ ッキ ン
ゼー によ って 『予算 統制論』(Budgetary(】ontrol)が公刊 されて いた。 つ ま り,当時 は,予 算管理
_㈲......
論 の生成 期 で もあ った のであ る。 しか し,ブ リスが1923年の著 書 で取 り上 げたのは,経 営比 率分析
論 なのであ って,予 算管 理論 や,あ るいは また,管 理会計論 な どを論 じた ものではな いのであ る。
そ して さ らに,経 営分析(財 務諸 表 を資料 とす る経 営分析)は,主 として業績 測定指標 を取 り扱 う,
いわ ば過去計 算的 な領域 であ ると ころが ら,未 来計算 的な側 面 を もつ予算管理 や標 準原価計算 な ど
　
と比較 した場 合,そ れ 自体 すで に限界 があ るといわざ るをえな いのであ る。
さて,ブ リスは,上 掲 の引用文 中にお いて,能 率尺度 と して費用比率 や原価 標準 を列挙 して いた
が・彼 の1923年の著 書 をみ るか ぎ りでは,「 原価お よび費用 の尺度」 た関す る四 つの指標 を考察 し
ゆ
ていたにす ぎない・ ブ リスは,当 時,そ れ までA・ ウ ォールな どによ って展 開 されて ぎた外 部分析
の観 点 よ り行 な う経 営分析 か ら脱却 し,企 業 の経 営管理 に役立 つ ことを・口的 と して 内部分析 を主張
したの であ った・ その点 では・ 次章にお いて言及 す る原価分析論 にみ られ るよ うな,体 系的 な内部
分析 に までは至 らなか ったの であ る。 つ まり,企 業の経 済性分析(原 価分 析 ない しは費用 分析)の
内容 としては,未 だ体 系づけ られた論述 がな されていたわけ では なか らたの である。 ただ し,ブ リ
スは乳翌年 の1924年に刊行 された851頁に及ぶ大著 『会 計に よる管理』(ManagementthroughAc-
COtents)のなか で,「経 営能率尺度 と しての原価」 に関 してつ ぎの よ うな説明 を行 な ってい る。
「適 切に作成 された原価 に関 す る統 計 によ って,企 業の経 営者 は,当 該企業活動 の指揮 お よび
統制 のた めの最 も効 果的 な手段 を もつ ことがで きる。 月 次あ るいは四半 期の決算後 の あ る時 点で
利用 で きる定期的 な会 計報告書 は,能 と して歴 史的 な ものであ り,実 際的な価仙 は限定 された も
の とな る。 日々 の市 況 や製 造原価 の状 態 を示 す原価 お よび経 営能率 に関す る最新 の情報 が,最 も
効率的 な管 理 のための手段 を提供 す る。 もちろん,原 価 が どれ だけかか ったか を,月 次ない しは
四半 期の決算 後 に知 ることは必要 な ことであ るが,し か し,さ らにい っそ う有益 な ことは,日 々
あ るいは毎 週,マ ー チ ャンダ イ ジングや生産 の活動 に従事 す る者 が,彼 らの 口々の業務活動 にお
いて指針 と して利用 でき る情 報が え られ ることであ る。 ……あ らゆ る競争的な産 業にお いて,製
品 の販売価格 は,多 少 な りと も競 争価格 に よって制 限 され る。 そ して,原 材料費 もまた,実 際 に
は,競 争者 が どれだけの金額 を支払 うのか に よって決 まる。 そのため,企 業が達成 すべ き総利益
は,主 と して競 争状 態 によ って決 定 され る。 さ らに,こ れ らの競争状態 は,購 貧お よび販 売の マ
ーチ ャンダ イジング取引 に まで及 ぶ。なぜな ら,競 争状態は 同様 に生産 能率,労 務 費,工 場 間接
費,`販売費,一 般管 理費な どに影響 を及 ぼすか らであ る。企 業の経営管 理者に と って不可 欠な情
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報 は,こ れ らの原価 について の詳細 なデー タであ る。経営管理 者は,そ れ らのデー タに よ って当
　
該企 業が効率的 に運営 されて い るか ど うか を測定 す る ことがで きるか らであ る。」
彼 は,こ の よ うに述 べて,実 際原価 計算 の限界 を指摘 す るとと もに,原 価 計算 か らえ られ る数値
が,経 営能率の尺度 として用 い られ るべ きことを強調 して いる。
以上 の考察か ら して,わ れわ れは,ブ リスの経 営分 析論 の問題 点 を一 つだ け指摘 してお きたい と
考 える。 その問題 点 とは,す でに述 べて きた ところが ら明 らかな よ うに,ブ リスは,自 己資本利 益
率 を もって企業経営 の総 合的 な評価 の指標 と考 えて いるのであ るが,果 た して それ が理論 的 に妥 当
であ るか否か とい う問題 であ る。 この問題 は,企 業 の総合 的な評価尺度 と して,自 己資本利 益率 を
選 ぶのか,あ るいは,総 資本利益 率 を選ぶ のか とい う問題 であ る。前者 は,上 述 した よ うに ブ リス
に よって提唱 され,ま た後 者は,K.シ ュマル ツによ って示 され た ものであ る。 ブ リスは,前 述 の
よ うに,常 に資本主 の立場 か ら企 業の収益性 を考 えていたの であ り,そ の結果,自 己資本利益率 を
企 業の総合的 な評価尺度 と して位置づ けたのであ る。 しか し,こ の 自己資本利 益率 は,資 本主 との
関連にお いて投 下資本の収益 力が測定 され るため に・ と りわ け 自己資本 と他人 資本 との構成 割合・
すなわ ち資本構成 によ って大 きな影響 を受 け る。 それに対 して,総 資本利 益率 は,こ の よ うな 自己
資本 と他 人資本 とい う企業 資本の調達 源泉 を区別 す る必 要がな く,企 業に投下 された資本の総額,
すなわ ち総 資本 に対 す る利益 の関係が測 定 され るために,今 日では,企 業全体 の収益性 を測定 す る
指標 と して重視 されて いる。 つ ま り,今 日の通説的 な見解 は,企 業 の総 合的な評価尺度 と して,総
資本利益 率が最 も適切 であ ると考 えてい るので あ る。 それ に対 して,自 己資本利益率 を もって企業
の総合的 な評価尺度 と考 え る立場 は,と りわけ資本 と経 営の分離 した今 日の企業経営 を考 えた場合,
なお その妥 当性 が主 張 しうるのか否 かは疑問 であ る。
しか しなが ら,亀 川 俊雄教授 は,こ うした通説的 な見解に疑問 を示 されて,つ ぎの よ うに指摘 し
て いる。
「通説 に したが うな ら,企 業 の総合 評価尺度 と して総 資本利益率 が もっと も適切 で あ る とい う
主張 がな されて いるが,筆 者は この論拠 に疑 問 を感 じてい る。J・H・ブ リス揮い うよ うに,自 己
資本利 益率のほ うが よ り適切 な総合評価尺 度 であ ると思わ れ ること,ま た,少 な くと も総 資本利
　
益 率の大 きさだけ に依存 して無 条件 に信頼 す るこ とは危険 であ る と思 われ ることで あ る。」
らゆ
亀川俊 雄教授 は,そ の理 由 と して,期 間業績評価 の側 面か らつ ぎの三点 をあげてい る。
(1)自己資本利 益率は,自 己資本利 子 とい う客観的 な証拠 に基 づかない経:営:量を排 除 してい ると
い う意味 で,資 料 その ものか ら恣 意性 を排 除 しうる こと。
(2)資本量 を異 にす る企 業間 の比較可能 性 を維持 しうるこ と。
③ 自己資本利 益率か ら,た だち に理論的意 味 にお け る利潤 の近似値 を導 き うること。
この よ うな理 由か ら,亀 川俊雄 教授 は,「 経 営指標 と しては,自 己資本利益率 を総合 尺度 と して
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選 択す る」 ことを明 らか に されてい る。
この問題 に関す る筆者 の見解は,経 営分析上,基 礎的 かつ非常 に重要な問題 であ る と考 え られ る
ので,そ の検 討 を別 の機会 に行な いたい と考 えて いる。 したが って,こ こでは問題 点 を指摘 す るだ
けに とどめてお きたい。
以上 の よ うにわ れわ れは,本 章 にお いて,J.H.ブ リスの経 営分析論 を取 り上 げて,'その体 系な
らびに理論 的基礎 について考察 してきた。ブ リスの経 営分析論 は,内 部分析 の立場 か ら 「財務 比率」
ふ
と 「業務 比率」 とを論 じた ものであ ったが,彼 は と くに比率分析 を強調 していた のであ る。 そのた
め,ギ ルマ ン(StephenGi至man)は,1925年に彼 ゐ著書r財 務 諸表分析』(AnalyzingFinancial
Statements)のなかで,当 時,比 率分析 が過大評価 されてい るこ とを批判 して,そ の限界 を指摘 す
　
るとと もに,趨 勢法(TrendMethod)を提唱 した のであ った。
こ うした1920年代 におけ る内部分析 の発展 のな かで,さ らに原価 分析論 の主張 が1920年代 末 に至
って現 われた。次 章にお いては,こ の原価 分析論 の主張 を取 り上 げ,と れにつ いての考察 を行 な う
ことにす るご
注(1)SisterIsadoteBrown,op.cit.,p.23.








(9)Ibid,,PP.50-51.なお,マ ッキ ンゼー は,ブ リスの著 書 の 翌 年,す な わ ち1924年に 刊 行 され た 彼 の
著 書 『管 理会 計 論 』(ManagerialAccoecnting,Vo1.1)のな か で,標 準 を,(1)手 続標 準,'(H)財 務
標 準,(皿)業 務 標 準,の 三 つ に分 類 して い る。 そ して,こ の うち第 二 の財 務 標 準 は,財 務 諸 表 の 数値 と
比 較 す る こ とに よ り,資 本 の効 率 的 な運 用 が な され て い るか否 か の判 断 に利 用 す る ことが で き る と して,
つ ぎの よ うな15の諸 比 率 をあ げて い る。(1)負 債 比 率,(2)自 己資 本 比 率,(3)資 産 構 成 比 率,(4)流 動
比率,(5)借 入 資本 費率,(6)総 資 本純 利 益 率,(7)自 己資 本純 利 益 率,(8)売 上 高 総 利 益 率,(9)売 上
高純 利 益 率,(10)棚 卸 資産 回転 率,(11)売 上 債 権 回転 率,(12)固 定 資産 回転 率,(13)総 資 本 回 転 率,
(14)売上 原価 お よび総 費 用 率,・(15)棚卸 資産 回転 期間(Therelationofaverageinventorytocostof
goodssold)。(JamesO.Mckinsey,op.cit.,p.21.)
⑩ こ こで,accountsreceivableの訳 語 と して 「売 上債 権 」 を用 い たが,こ のaccountsreceivableは,
広 義 では 本 稿 に お い て用 い た 「売 上 債 権 」 の ほ か に,「 営業 債 権 」 や 「受取 勘 定 」 の 意味 で用 い られ,狭
義 で は 「売掛 金 」 の 意 味 で 用 い られ る。 ちな み に,ブ リスは,1923年の 著 書 で は 明確 な説 明 が な さ れて い
な い の で 明 らか では な い が,お そ ら く広 義 に解 して い る もの と思 わ れ る。(Cf。,JamesH.Bliss,op・cit・,
P・54,PP・137-143・)しか し・ ブ リス嫉1924年 の 著 書 に お いて は・accountsreceivableとnotes「e'
ce董vable「受 取 手 形 」 と を区 別 して用 い て い る。(Cf.,JamesH.B監iss,ManagementthroughAccounts,
NewYork=TheRonaldPressCompany,1924,pp.172-195.)
(IDJamesH.Bliss,FinancialandOψθγ8'勿gRatiosinManagement,op.cit.,p.51.
76一 一 経 営 論 集 一一
⑫ 野 瀬 新蔵 著 『経 営 分析 研 究』 千 倉 書 房,昭 和24年,97頁 。 しか し,野 瀬 新 蔵 教 授 は 前 掲 書 の な か で,ブ
リスの(4)の 財 務 関 係 の尺度 は補 助 指 標 であ って,安 全 性 指標 と しての 独 自の 地位 を与 え られ な い と して,





⑫ 野 瀬 新 蔵 著r経 営 分析 研 究』(前 掲)98頁 。
⑱ ・JamesH.Bliss,FinanρialandOperatingRatios伽Management,op.cit.,.P。3・
・!19)
.こ こで・ マーチ ・ンダ ィジング(Me・ch・ndi・ip9)とは・ ブ リスに よ揮The.b・yi・gandrell囎
fun・ti・nとい うことであ るか ら・仕 入および販売職 能 臆 ・軋 て・・る・(lbid・・P・3・)こρ 点に関 しτ・
わが国でプ リ'スの著書を最初 に取 り上げた西尾Ptn一一・'氏は,merchandisingfunctionを「商蛮的機能」 と
訳 し,そ して 「商事的機能 は,生 産老 られたる財貨を,適 当な時 に於て,適 当な場所 に於け る需要者 に・
適 当な価格 で売渡 し,或 は 同様な方法 に依 って,財 貨 を買入 れて,企 業終 局の 目的に貢 献せ君 とする もの
であ る。1とされて いる。(西尾清一著 『企業の財政』自彊館書店,増 補5版,昭 和2年,51頁 。)また,た
とえば,=蛎瀬新蔵教授 もmerchandisingを「商事」 と訳 している。(野瀬新蔵著r経 営分析研究』(前掲)
100頁。)しか しなが ら,マーケテ ィングの領域 で,た とえば明治大学商 学部の徳永豊教授 によ;れば,「マー
チ ャンダ イ ジング とい う用 語については,わ が国の小売業界において も,あ りふれた ビジネス用語 と して
用 い られてい る。 もちろん アメ リカにお いて もこのことは同 じで南 る『 しか し,.この用語は どち らか とい
えば非常に漠然 としてお り,多 種 多様の意味 に用い られてい ることも事実 であ る。 したが って,マ ーチ ャ
ンダ イジングの概 念はそれを用 いる人 によ って,必 ず しも同 じ意味 内容 を もってい るとは限 らない ことに
注意 しなければな らない。」 とされてい る。 そ して,徳 永 豊教授 は,マ ーチ ャンダイ ジングの概念 を,ア
メ リカ ・マーケ テ ィング協会(A・M・A・)の1948年の定義お よび1961年の定 義改訂 に しな々1つて・ 「商品
管理」な る用 語で説 明されてい る。(徳永豊著 『戦略的商品管理(改 訂版)』同文館・昭 和59「年・6-7東・)
⑳ なお,こ こでブ リスのい うOperatingとは,彼 の叙述か らも明 らかな ように,単 な る 「生 産」 とい う




㈱ 亀川俊雄著 『体 系経 営分析 論一 経営比率分析の体系的研究一 』 白桃書房,II召和41年,42頁。
㈱ こ こで資本主理 論(proprietorshiptheory)とは,端 的 に述べ るな らば,企 業 とその所有主 とが一体 の
ものと考 えられ,し たが って,企 業の資産は資本主の財産 であ り,ま た,企 業 の負債 は資本主の債務 であ
り,そ して損益 は,資 本主の資本投下 または引出 し以外 の諸取 引か ら生 じる正味財産 塗)増減額であ るとい
う考え方であ る。そのため,こ の理論 の.もとでは,資 産 一 負債 鳳 資本,と い う会計等 式が用 いられ・会
計 はすべて資本三kの立場 か ら行なわれる。 また,資 本主の投下 した資本 の増減額 を把握 する ことが,会 計
の 目的 とされるのであ る。 しか しなが ら,こ の理論は,現 代 の企 業 を考 えた場 合,問 踵 がないわけではな
い。 この点に関 してジ 新井清光教授 によれば,「資本主理 論は,現 代の企業 と くに株 式会社 企業には妥 当
しな くな ってきている。その理 由は,今 日の株式会社企業 においては,(1)所 有 と経営 が分離 したために,
企業は その所有主 とは捌個の存在 とな ってきてい ること,(2)企業 がそれ 自体の法人格 を もってきている.
こ.と,さらに,(3)企業規模 やその活動領域 の拡張に因るその公共的な性格の増大に伴 ない,企 業 はその
利 害関係者 として,・単 に資本主 のみでな く,債 権者,従 業員,国 家,消 費者な ど も含 めなければな らな く
な ってきてい ることな どであ る。 .
したが っ.て,今日では,.この資本主理論 を適用 できる会計は,個 人企業 や組合企業な どのよ うに資本主
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と企 業 とが 直接 的,か つ」'密接 に結 び つ いて い る企業 の会 計 に限 定 さ れ る と考 え られ る。」 と され て い る。
















鋤 亀 川 俊 雄 著,前 掲 欝,43頁 。 な お,ア メ リカ に おV>て事 業 部制 が企 業 に 最初 に導 入 され た の は,GM社
の1920年 であ り,つ いで,デ ュポ ン社 の1921年で あ る とい われ て い る。(鳥 羽 欽 一 郎 著 『企 業 発展 の史 的
研 究一 ア メ リカ にお け る企 業者 活動 と経 営 管理 一 』 ダ イヤ モ ン ド社,昭 和45年,267-273貢。:)'とり
わ け,.デ ュポ ン社 に お け る事 業 部 制 とそ の管 理 会 計 の成 立 に関 して は,田 中隆 雄著 『管理 会計 発 達 史 一
ア メ リカ 巨大 製 造会 社 に おけ る管 理 会計 の成 立一 一』gelII書店,昭 和57年,第4章,145-228頁 で詳細 な
検 討 が行 な わ れ て い る。
㈹ 松 本雅 男稿 「財 務 分 析 の 発 展 」r国 際 商 科 大 学 論 叢 』第11号,昭 和50年1'月,'57頁。





㈲ 古川 栄 一教 授 は,マ ッ キ ンゼー の1922年の著 書 『予 算統 制 論 』 が,ア メ リカ に おけ る予 算統 制 に関 す る
最 初 の 体 系 的 な文 献で あ り,予 算統 制 の発 展 に対 して偉 大な 貢 献 を な した こ とを指 摘 さ れ て い る。(古 川
栄 一著 『予 算統 制 論(増 補 版)』 森 山書 店,昭 和36年,61頁 。)な お,i⊥1田庫 平教 授 に よれ ば,ウ ィル ス モ
ァ(A.W.Willsmore)の所 説 が,今rlの 米 国予 算統 制 生 成 史 に関 す る通 説的 な 見解 で あ る と され て い る。
す な わ ち,ウ ィル スモ アの 見解 は,ア メ リカ に お け る予算 統 制 生 成 の契 機 を,1921年に採用 さ れ た 園家 予
算 制 度 と1920年の恐 慌 と に求 め,1920年代 に そ の生 成 をみ た とい う もの であ る。 しか しな が ら,山 田庫 平
教 授 は,こ の よ うな ウ ィル ス モ アの 見解 に対 して疑 問 を示 され,そ して,ロ ジ ャー ス(D.MRogers)の
所 説 を引川 され で,第 一 次 大戦 中 を 予算 統 制 の 生成 過 程 であ る と位 置 づ け られて い る。(角 谷 光 ・… 網 島
将 吉 ・山 田康 平 共 著 『予算 統 制 の基 礎 』 中央 経済 社,昭 和47年,26-32頁 。)
㈲ 染 谷 恭 次 郎 教授 お よび 木 下 照 嶽 教授 は,「 経 営分 析 の限 界 」 と して つ ぎの六 点 を列 挙 され て い る。(1)
内 部分 析 ・外 部 分析,(2)非 財 務(非 貨 幣的)情 報,(3)予 測 不 可能 な 情 報,(4)正 確性,(5)適 時性,
(6)妥当性 。(染 谷恭 次郎 ・木 下 照 嶽 共著 『経 営 分析 一一一基 礎 と実LgR一一 一(改 蓋」叛)』 森 山藷}店,昭 和59年,
11-13頁。)な お,罵 村 剛 雄 教 授 は,「 会 計 にお け る評 価 基 礎」,す な わ ち,原 価主 義 評 価 と時価 主 義 評 価
とい う評 価 基 礎 の多元 性 に よ って,経 営 分析 の結 果 が左 右 され る こ とを指 摘 され て い る。(罵村剛 雄 著 『新
'版経 営分 析 の 基 礎 』 中央 経 済 社 ,昭 和53年,235-244頁。)
78・ 一 経 営 論 集 一… 一
㈱James.H.Bliss,Financia.tand()PeratingRatiosinManagement,oP,cit.,pp.104-127.
(49)James'旺Bliss,ManagementthroughAceounts,Op.cit.,pp.484-485.
㈹ 亀 川 俊 雄 著,前 掲 書,は しが き1頁 。
㈱ 亀 川 俊雄 著,同 上 書,66頁 。
62亀 川 俊雄 著,同 上 書,66頁 。 な お,そ の理 論 的根 拠 につ い て は,同 書 の61-66頁 参 照。
㈲ 片 桐 伸夫 助 教 授 は・ ブ リスが 比率 分 析 を過 大視 す る傾 向 にあ り,若 干 問題 が あ るこ と を指 摘 され て い る。
(片桐 伸 夫稿 「ブ リス の経 営 比 率論 一 その 各種 利 益 率 の概 念 を 中心 と して 一 」 『駒 木 経 営 研 究 』第15巻
第3・4号,ll召和59年3月,60頁 。)
SCCf・St・ph・nG鑓m・n・AnalyxingFinancia4Statements,N・wY・ ・k・Th・R・naldPτ ・・SC・mp・ny ,
1925.
IV原 価 分 析 論 の主 張
われわ れは とこで,原 価 分析 論 の主張 を取 り上 げ る まえに,「 原価分析」 とは何 か とい うことに
つ いセ,一 応 の概念 規定 を しておかな ければな らない。
今 日,わ が国で一般的 と考 え られ てい るところの原価分析(costanalysis)の概 念規 定 に したが
えば,「原価 分析 とは,原 価 計算の結果 え られた原価 数値 を,期 間 比較あ るいは相互比較 な・どの方
法 を用 いて原価 差異 や原価 構造の分析 を行 い,よ って,原 価実 態お よび原価 褒動 の程 度 と原 因 とを
の
明 らか にす る一つの経営分析技術 であ る6」とされ てい る。 このよ うな意味 内容 をもつ原価 分析 は,
分析 主体 ・ すなわち分析者 の立場 に よ り内部分析 と外 部分析 とに分 け られ るが,し か し,・外部分析
は分析 者が経営外部 者で あるため,公 表 され る製造原価 報告書以外 の細 部 にわ たる原価 資籾 の入手
が困難 であ るとい う制約 があ る。 それゆ えに,原 価分析 の主た る内容 は内部分析 であ るといえよ う。
　
　
内部分析 と しての原価分析 の 口的は,経 営管理 者が原 価管理 目的 を達成 す る ことにあ る。
ところで,こ の よ うな経 営管 理者 によ る原価管 理 目的 のための原価分析 は,1920年代 までに どの
よ うに行 なわれて いた のであろ うか。
松本雅男教授 に よれ ば,ド イツでは,第 一 次大戦前 には,原 価管理 に役 立 て るために主 と して実
際原価 を期間的 に比較 していた といわれて いる。 しか し,戦 後 は,政 治的 ・経済的 混乱のた めにか
か る原価分析 はほ とん ど行 なわれて いなか ったのであ る。'これ が よ うや く軌道 にの って きた のは,
1924年以降 の経済安定 期!こ始 まる。1926年に シ・マー レンバ ・ハ.(E・$・hm・1・nb・h)は,そ の著
r動的貸借対 照表論』(DynamischeBilanz)eこお いて従来の実際原価 の期 間比較 を批判 し,新 た に
実際原価 の企 業間比較 を 「経 営比較」(Betriebsvergleich)の名 あ もとに提 唱 した。・かか る主張が
生 まれたのは,当 時 ドイツ企 業 が,深 刻 な不況 を克服す るために生産合理化 カル テル を作 り,原 価
の高い工場 を休業 させて原価 の低 い工場 に生産 を集 中す るた めに,工 場間 の原価比較 を必要 として
くの
いたか らであ る。
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一・方,ア メ リカにおいては,前 述 の よ うに第 一 次大戦 以前 は,経 営分析 が主 と して企 業の信 用分
析 や投資分析 を中心 に貸借 対照表分析 と して発達 したために,企 業 の固有 の原価 分析 は,第 一次大
戦 前後 までは あ ま り発展 す るに至 らなか った。 そ してそれは,む しろ1920年代 前半か らの標 準原価
　の
計 算や予算管 理のなか で展 開 され るに至 るのであ る。
さて,ア メ リカ経済 が,産 業合理化運動 の推 進 や生産技術 の発達な どによ って もた らされな好況
期 を経 て,1920年代 の末 に至 り,企 業 の過剰生産 な どに起 因す る大恐慌 が発生 した1929年に,メ イ
ズ(ColemanLMaze)およびグ ローバー(JohnG.Glover)は,著書 『原価分析論 』(Howto
Analy2eCosts)を刊 行 した。彼 らの著 書 は全26章か ら構成 され389頁に及ぶ もので あ るが,原 柵
分析 の内容 は,実 際原価 と実際原 価 との比較,ま たは実際原価 と予定原価 ない しは見積原価 との比
ゆ
較 を行ない,そ こに生 じる原価差異 を分析 す る ことにあ った。そ して それは,「経 営管理 のための原
価分析」 を意 図 して いたの であ る。 すなわち,彼 らは,「 標 準お よび記録 は,経 営管理 を遂行 す る
際に生じる多くの諸問題について,正 しい解決策をえるために用いられなければならな1㌔ とし
て,原 価計算制度 や一般会 計制度 か らえ られ る資料 を経営管理 のた めに利用 すべ きで あ ることを主
張 してい る。 さ らに彼 らは,「 事業 を遂行す る際 に発生 した諸費用 を適切 に管 理 す るた めに,経 営
者は,そ れぞれの支出 に対 して根拠 を伴 った正確 な記録 を可能 にす る原価 計算制 度 を準備す るだけ
では な く,そ れ らの支 出が必要な ものなのか,あ るいは また,望 ましい ものな のか どうか を判断す
くの
るために分 析 しな ければな らな い。」 と述 べて,原 価分析 の重要性 を強 調 して いる。
と ころで,メ イズお よび グ ロー バーは,「原価 分析 の 目的」 を11項 目にわた って列挙 してい る。
ゆ
それ を示すな らば,つ ぎの よ うにな るであろ う。
(i)有利 な製品種類 お よび不利 な製 品種類 を決定す るこど。
② 有利 な販売 方法 を確保 する こと。
(3)原材料,仕 掛品,製 品,消 耗 品,直 接労働 お よび間接 労働,機 械,設 備,工 具な どの利用 に
おける無駄 を排 除 し,減 少 させ ること。
(4)原材料 や消耗 品 の管理,製 品種 類の品質お よび数 量の管 理,な らびに労働,賃 金お よび奨励
給 の管理 につ いて現 状 を確保 し,ま たは改善す る こと。
㈲ 標準 を設定 し,維 持 す ること。
(6)原価 を事前 に見積 ること。
(7)予算 を編 成す ること。
(8)経営者,職 長,監 督者 の活動 の効 果 を測定 し,昇 進お よび訓練 の効 果 を測定 す ること。
(9)経営政策 の樹立,検 討お よび変更 を援助 す ること。
⑩ 将来の拡張計 画の策 定,将 来 の状態 お よび結果の計画 を援助 す ること。
ω 資金調達 を援助 す ること。
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これ らの原価分析 の 目的は,要 す るに,(1)-原価 の切下 げ を援助 す ること,(2)経営にお け る諸
制度,方 法,物 的設 備,労 働,組 織 を検 討 し,欠 陥 を除去 し,利 益 を増大 させ るた めの手段 とな る
くの
こと,(3)原価に関す る計画 の樹立 を援助 す ること,な どにあ るといえ よ う。
メ イズお よび グ ローバーは,こ の よ うな 日的 を達成 す るために原価分析 を提唱 したのであ る。 そ















(ii)販売費 お よび広 告費分析
(iii)・一般管 理費分析
ところで,経 営管理 に役 立て るた めに原価計算 資料 を分析 す る場 合の 目的は,企 業経 営 におけ る
趨 勢変化 ない しは発展傾向 の測定 と判 断 におかれ,し たが って標準対実績 比較は,実 際 の趨 勢 また
くほの
は実績の傾 向 を標準 に照 ら して把 握 す る方法 にほかな らな いのであ るが,メ イズお よび ク ローバ ー
ロの
は その場 合,比 率 を用 い るのが効 果的 である とい う。 すなわ ち,過 去 の経験,現 在 の状態,将 来の
予測 に基づ いて設定 された標 準比率 に,月 々の実績 か ら算 出 された比率 を対比 す ることに よ って差
異 をみいだ し,こ の差異 の原因 を表わす原価要素 を分析す れば,次 期 以降 の経営管理 に役 立たせ る
　
こ とが で き る の であ る。
くゆ
彼 らは,そ の場合 の標準 と してr財 務標 準」 と 「業務 標準」 とを示 してい る。 そ して,こ れ らの
標準 に関 してつ ぎの よ うな 説明 を行 な って い るのであ る。すなわ ち,メ イズお よびグ ローバーは,
　
まず 「財務 標準」 に関連 して,「 あ らゆ る産 業におけ る企業 の最終 的な 目標 は,財 務利益 であ る。」
とし,そ れゆ えに,「標準 は,'資本 の運 用に際 して,効 率性 を測定 する手段 と して設定 されなけれ
(⑥
ばな らない。」 と強調 してい る。 さ らに,彼 らは,「財務 関係は,比 率 によ って表 わ され る。 これ ら
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の 比 率 は,財 務 諸表 が 公 表 され た各 期 間 ご とに算 定 さ れ,つ い で,財 務 標 準 と比 較 さ れ る。 …… 財
　
務管 理 の効率性 は,当 期の比率 と財務標準 との関係 によ って示 され る。」 とい うので ある。 そ して,
　







つ ぎに,「 業務標 準」 に関 して メ イズお よびグ ローバーは,以 下の よ うな説 明 を行 な ってい る。
「業務標 準は,主 と して過去 の経 験や現在 の状 態 に基 づ く,製 品,従 業員,機 械,あ るいは作
業 のた めの業務遂 行の事前 見積 であ る。労 働関係,地 産 高,品 質,そ して また問撞的 には,売 上
高な ども,す べて これ らの ものは,大 いに業務標 準に よ って影 響 され るので,あ らゆ る業務標 準
を設 定す る場 合には,細 心の注意 が払 われなければな らず,ま .た,標準値 が設 定 され るまえに,
現状 を詳細 に調 査 しな けれ ばな らない。 た とえば,従 業員 の一時 間 当 りの生産標 準 を設定 す るこ
とは,も ちろん,そ れは支払賃金 の基準 と して用 い られ るのだが,労 働関係 や製 品の品質,あ る
　
いは原価 な どに大 いに影 響 を与 えるのであ る。」
彼 らは,実 際原価 と比較 す る標準 を以上の よ うに考 えていた のであ る。 そ して,メ イズお よび グ
ローバーは・ さきの財務標 準の ところで も述 べていた ホ うに・原 価 分析 を比率 によ って行 な うこ と
を明 らかに して いる。 しか し,彼 らは,比 率 を製造部 門に適用 して製 造原価 の分析 に利用 す るこ と
は,最 近始 まった ばか りであ り,そ の発展 は今後 に期待 すべ きである としなが らも,つ ぎの よ うな
　
比 率 を提 唱 して い る。
(1)設備 利 川 率(UtilizationofEquipment)
総 生産 高(機 械 時 間)(TotalProductiveMachineIlours)
総 生 産 設 備 能 力(機 械 時 間)(TotalMachineHourCapacityo至thePlant)
(2)労働 者丁,多動 率(LaborTurnover)
年 間 雇 用 人員 総 数(TotalNumberIliredduringtheYear)
年 間 平 均 在籍 人 員 数(AveragePayrollNumberEmployedduringtheYear)
(3)計画 能 率(PlanningEfficiency)
引 渡 期 日履 行 数(NumberofpeliveryDatePromisesKept)
総 積 出 数(TotalNumberofShipments)
(4)'検査 合 格 率(InspectionEfficiency).
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戻 入 品 数(NumberofDefectiveSalesReturns)
売 上 総 数(TotalNumberofSales)
(5)製造 正 確 率(AccuracyofManufacture)
仕 損 材 料 費 総 額(TotalValueofSpoiledMaterials)
使用材料 費総額(TotalValueofMaterialsEnteringProduction)
しか しなが ら,メ イズおよび グ ローバ ーは,こ の種 の比率 をどの よ うな林 系に よ って組織的 に利
用 す べ きかにつ いては と くに言及 してお らず,た だ 一つの比率の変化 が仙 の比率の反対 の変化 によ
って相殺 され る関係 が存 す るか ら,こ の よ うな原価関係 諸比率 を体 系的 に編成 し恭1∫合的 に観察 すべ
　
きであ るこ とを指摘 す るに と どまってい る。 それは,彼 らがつ ぎに述べ ているよ うに,当 時は未 だ
原価分析 が完成 の段階 に達 して いなか った ことを示 してい る。すなわ ち,彼 らは,「原価分析 の問題
に対 す る関心 の発 展 は,非 常に緩慢 で あ った 。実際,原 価 分析 の有用性(thefruitfUlpossibilities)
は,栽 搬 的忙は識 されて、・な、%ど し,さらに 「現在源 価分析の問題を取 轍 。た磁 な
文献 は存在 しな い。 こ うした具体 的な資料 の欠如 は,疑 い もな く,一 つには,原 価 分析 に対 す る関
心 の低 さに原 因が あ る。 しか しなが ら,経 誉者 によ るこ うした関心 の欠如 の主 た る理rl二1は,原価制
　
度 の有用性 に信 頼 を もっていなか った こ とであ る。」 と述 べてい る。
この よ うに,メ イズお よび グ ローバー は,原 価分析 の有用性 に対 す る当時 の企 業経 営者の認識 の
低 さに不満 を表明 して いるのであ る。
さて,彼 らは,「標準 原価 の管 理面 での有用性」 に関 して,つ ぎめ よ うに述べ ている。
「標 準原 価 に よ って,経 営管理 者は,製 造原価 を管 理す ることができ,そ して また,工 場 におけ
⑳
る生 産 の効 率性 を測 定 す る尺 度 を もつ こ とが で き るの で あ る 。」
メ イズ お よび グ ロー バ 山 は,こ の よ うに述 べ て,標 準 原 価 の原 価 管 理 上の有 川 性 を指摘 して い る
の で あ るが,し か し彼 らの 著 欝 は,標 準 原 価 分 析 に は あ ま りカ を入 れ て い な い よ うに思 わ れ る。標 準
原 価 計 算 の 領 域 で,す で に メ イズ お よび グ ロー バ ー の著 書 の10年前 に,ハ リズ ン(G.CharterHar-
rison)は,雑誌 『工 業 経 営 』(lndustrialManagement)に1918年10月か ら1919年6月まで の全9
回 に わ た って掲 載:され た 一連 あ 論 文 「生 産 援助 の た め の原 価 計算 」(CostAccountingtoAidPro-
duction)のな か で,詳 細 な標 準 原 価 差 異分 析 を展 開 して い た の で あ る。 メ イ ズ お よ び グ ロー バ ー
の著書が・標準原価計算諦を論じたものでばないとしてもデわずか頓二章をさいて標準原価の有用
性 やその会計手続 を述 べてい るにす ぎず,.上掲 のハ リスンの10年前 の論文 に比べた場 合,は なはだ
稚拙 な内容 であ るといわ ざ るをえな い。
また,メ イズお よび グ ローバー は,'「予算管理 の有用 性」 に関 して,つ ぎのよ うに説明 してい る。
「予算管 理は,企 業の経営 費用(thecostsofd6ingbusiness)を管理す る場合 に大 いに役 立
っばか りでは な く,企 業 の組 織上 の調整 ない しは よ りす ぐれた均衡 状態のための健 全 な 手 段(a
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soundvehicle)を設 定 す ることに よ って,経 営 管理者が,当 該 企業 の計 画ない しは政 策 を遂 行
す る際 に実 行 しなければ な らない,企 業組織 の構成 要素 のよ り効 果的な利用 を可能 にす るので あ
⑫&
る。」
しか し,.この予算管 理の場合 も,'彼らは その有用性 を指摘 す るに とどまって い る。 つ まり,上 述
の標準原価 の場 合 と同様に,彼 らの著 書が 予算管理論 を論 じた ものではな い として も,一 章 をあて
て予算管理 の有用性 を説 いてい るにす ぎず,工0.マ ッキンゼー の前掲 の1922年に公刊 された著書
『予算統制 論』 に比 べた場 合,や は り簡略 な内容 であ る といわ ざ るをえな いのであ る。
以上の考察 か ら明 らかな よ うに,メ イズお よび グ ローバーの著書 は,結 局,実 際原価分析 を中心
と して体 系づけ られた もので あ った のであ る。
なお・彼 らは・ その著 書の最後 の章,す なわち第26章のなか で,「 経営管理 者への原価報 告書 の
有用性 」 に関 してつ ぎの よ うに述 べてい る。
「原価報 告書は,情 報 や資料 を明瞭,簡 潔か つ正確 な様 式で,同 一 の尺度 に したが って作成 し,
経営管 理者 に提供す るのが有用 であ る。 その情 報や資料は,経 営管 理者 が原価 や業務 のよ りす ぐ
れた管 理 を行な うた めの機構 を殺 げた り,そ れ らを維持す るのに利用 す る ことができ る も'のであ
る。 原価報告書 の有用性 は,そ の報告書 を作成 し,経 営管 理者 に提供 す る原価部門 の担 当者 や コ
ン トロー ラーな ど,す なわ ち経 営管 理 の補助 者(assistance)によ って大 いに高 め ることがで き
㈱
るのであ る。」
メ イズお よび グローバー は,こ の よ うに述べ て,経 営管理 者へ提供 され る原価 報告書 の重 要性 を
強調 してい る。 そ して,彼 らは,原 価 報告書 の有用性 が,企 業の原価部 門担 当者 や コ ン トロニ ラー
な どの能 力に よって大 き く左右 され ることを指摘 してい るのであ る。
か くして,メ イズお よびグ ロー バーの原価分析論 は,今 日的 な視 点 か らすれば批 判 しうる欠点 も
かな り存在 す るが,し か し,当 時 と しては原価分析 を論 じた最初 の体系的な文献 であ る。.そして ま
た,す でに考察 して きた 内部分析 の発展 史⊥ に位置 づけ られ るべ き重要 な研 究であ るとみなす こと
がで きるの であ る。
注(1)青 木 脩 著 『原 価 分析 』税 務 経 理 協 会,昭 和53年,1頁 。
(2)内部 分析 と して の 原 価 分析 の 目的 には,原 価 管 理 口的 の ほ か に,意 思決 定 目的 があ げ られ る。 意 思決 定
目的 の た め の原 価 分析 は,個 別計 画 にお け る原価 分 析 の場 合,一 般 に特 殊 原価 調 査(specialcoststudies)
とい わ れ て い る もの に相 当す る。 な お,こ の意 思決 定 日的 のた め の 原価 分 析,す な わ ち特 殊 原 価 調 査 につ
い て は,す で に1923年に アメ リカ で,名 句 とい わ れ る 「異 な る 目的 には 異 な る原 価 を」(DifferentCosts
forDifferentPurposes)とい う考 え方 を提 唱 した ク ラー ク(J.MauriceClark)によ って取 り上 げ られ
て い た。(Cf・,J・MauriceC!ark,StudiesintheEconomicsof'OverheadCosts,Chicago:TheUni-
versityofChicagoPress,1923.)
(3)松本 雅 男稿 「財務 分 析 の 発展 」(前 掲)58'頁。
(4)'小林 靖 雄 著 『原 価 管 理 論 』森 山書店,昭 和2g年,26頁 。
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(6)ColemanL.MazeandJohnG.Glover,HotvtoAnatyzeCosts,NewYork:1TheRonaldPress
Company,1929・prefacep・v・なお メイズおよびグローぐ一の著書の前年・すf4わち1928年に刊行 さ
れたH.E.グレゴ リーの著書 『経 営管理 におけ る会計報告書』(AccountingRePortsinBzasinessManage・
耀 κ∫)にお いて も,内 部分析が展 開 されてい る。すなわち,グ レゴリーは,つ ぎの よ うに述 べ て い る。
「本書は,企 業 の貸借対 照表,損 益計算書,お よび その他 の業務報告君 を,内 部的 ない しは経営 管 理 的 観
点から分析することを蘭 にしている・つまり搬 的にいえば・蝶 の財肇およ蝶 務を言瞬 勘 分析だ
け で は な く,標 準 原 価 や 予 算 な どの手 法 を も含 め た さ まざ まな標 準 と,実 績 の 測 定 お よび 記 録 とに よ って
管 理 す る こ とを 問題 に して い る。」(H6merE.Gregory,op.cit.,Prefacep.iii,)
(6)ColemanL,MazeandJohnG.Glover,op.cit.,p.、375.
(7)Ibid.,pp.375一一376.
(8)Ibid.,P.15.ここで,メ イズ お よび グ ローバ ー は 原 価 分析 の 目的 を列 挙 して い る が,彼 らの 著 書 は,明
らか に原価計算制度 を前提 と して執筆 されてい る。 しか し,こ み列挙 された原価分析の 目的は,具 体的 な
説明がな されていないので定かではないが,こ れ らのなか には,意 思決定 日的のための原価分析 が含 まれ
ていることがわかるであろ う。
(9)番場嘉一郎稿 「原価分析」(現代会計実務講座,第5巻 『経 営分析』春秋社,昭 和26年,134頁。)ロ
(10)i'ColeinanL.MazeandJohnG.G16ver,op.cit.,Content6pp.viトx.







⑱'lbid.,P.11.な お,メ イ ズ お よ び グ ロ ー バ ー の 著 書 の 該 当 個 所 で は,財 務 標 準 の 比 率 が 七 つ 列 挙 さ れ
て い る が,そ の(4)と ・・(6)はRatioofnetprofittototalcapita1で ま っ た く 同 一 の も の で あ る 。 お










以上 の よ うに,わ れわ れは,経 営 分析 の発展 につ いて,と りわけ1920年代 の アメ リカにおけ る内
部分 析 を中心 と'して考察 を行 な ってきた。 これ までのわれわれの考察 に よっ℃,つ ぎの諸点が明 ら
か と な った。
まず第 一に,内 部経営分析 は,1920年代 の アメ リカにおけ る社会経済的 な背景の もと'で,企業の
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経 営管理組織 の拡 大 ・複雑 化 に伴 うコン トローー ラ…制度 の発達 を一つめ契機 と して生成 した。 すな
わ ち,1920年代 の アメ リカ にお いては,ト ラス ト運動 に起 因す る企業 資本 の巨大化に伴 う大規模生
産 と販 売 ない しは消 費 との不 均衡 が存 在 した。 そ して,資 本 の有機的構成 の高度化 に よる固定費 の
増 大に よ って,巨 額 の遊休設 備費 を生 みだ したた めに,企 業 の平均利潤 率は低 下傾 向 をた どった。
この よ うな矛盾 を克服す るた め,企 業は対外 的 には独 占の強化 を図 り,対 内的 には内部経 営過程 の
合現 化 を行 な った。1920年代 におけ る内部経 営分析 の生成 は,こ うした社会経済的 背景 と企業 の経
営状況 とをその基盤 としていたのであ る。
第 二に,ブ リスは,1923年にその著r経 営におけ る財務比率お よび業務比率論』 を公刊 したが,
彼 の この著書 を もって内部経 営分析 は生成 したのであ る。彼は,経 営者 の立場か ら行な う経 済性な
い しは経営 能率分析 を 目的 として,内 部経 営分析論 を展 開 したのであ った。
第 二 に,1920年代 にお ける内部経 営分析 の発展 のなかで,1929年に,メ イズお よび グローバーに
よ ってr原 価分析論』な る著書 が刊 行 された。彼 らの著 書は,経 営管鑓のた めの原価分析 を意 図 し
て いた のであ る。
か くして,以 上 の考察 をふ まえた うえで,わ れわれに残 された今後 の課題 を指摘 してお くことに
しよ う。 その第一 は,1920年代 に生成 した 内部経営分析 が,他 の管 理会計諸技術,す なわ ち予算管
理や標 準原価計算 な どとどの よ うな関連 を有 していた のか,そ して,そ こには いかな る意義 お よび
　り
限 界が あ ったのか,な どの点 を明 らか にす ることであ る。課題 の第二 は,つ ぎの点であ る。 すなわ
ち,管 理会計諸 技術は,こ れ まで主 として計算 技術的な側面 だけか ら理解 され て きたが,そ れの み
に とど まる ことな く,管 理会計 の必要性 を引き起 こ した歴 史的諸条件,つ ま り当時 の企業 におけ る
ゆ
要請 や社会経 済的 背景な どの問題 について もさ らに詳細 に検討 する ことであ る。 これ らの問題 に関
しては,他 日を期 したい と考 えてい る。
注(1)こ の点に関 して・廣本敏 郎助教授 は・管理会計論の先駆者であ ったマ ッキンk"一一が,標 準原価計算,予
算管理,お よび財務諸表分析 を取 り上げ,そ してそれ らを標準思考 の もとに体系化 した ことを指摘 されて
い る・(廣本敏郎稿 「標準思考 に基づ く管理会計論の展 開一 一・1920年代 までにおけ る管理会計諸技術 の発
展一 一」『一橋大学研究年報 商 学研 究』24,昭和58年3月,347頁。)
(2)ゲッツ(BillyE・Goetz)は,』管理会計論の生成要 因としてつぎの四点をあげている。(1)企業の規模
と複雑 性の増大,(2)固定資本の利用 と重要性 の増大,(3)環境 の変化の範囲 と速度 の増大,(4)企業 に
対す る社会統制 の増大。(BillyE.Goetz,Managementpanningand'Control;AManagerial/4か
proachtoIn4ec5trialAccoernting,NewYork:McGraw-HillBookCompany,Inc.,1949,p.9.)ま
た,野 村秀和教授は,管 理会計論 の生成基盤 としてつ ぎの点 を強調 されている。 すなわち,「管理会計論
を生成せ しめた要因とい う点 か らみ ると,そ れは固定資本の増大 にあるのではな く,固 定資本の増大が資
本の競争に と って必要条件 であるに もかかわ らず,そ の競争 自身が固定資本の増大 を企業に とって負担 と
させる事態すなわち第 一次大戦以後,表 面的 には好況 とみ られるなかに,矛 盾の深化が徐 々に進行 してい
く過程 のなか にあるとい うべ きであろ う。」 と。(野村秀和稿 「管理会計論の生成基盤 について一 管理 姻
計論の研 究(二二)一一」r経瀟 命叢1第9捲 第6号 ・昭和39年12月,67頁。)
